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1Ⅰ．調査結果（総論）
１．調査の方法
今後３０年間の技術発展の方向性を把握するため、国内の技術専門家を対象とするデルファイ調査を実施
した。デルファイ法とは、同じ質問を複数回繰り返し、回答者間のコンセンサスを見出す手法である。２回目の
アンケートでは、回答者に初回の集計結果を示した上で再評価を求めるため、意見が収れんする。
調査の流れ
＜第２回アンケート回答者の属性＞
ニーズ系分科会（３分科会）
（人文・社会科学専門家が主体）
○将来の社会・経済ニーズ
の検討
アンケート調査の実施
＜第１回＞ 発送：２０００年８月 発送数：４４４８ 回収数：３８１３（回収率 86%）
＜第２回＞ 発送：２０００年１２月 発送数：３８０９ 回収数：３１０６（回収率 82%）
１６分野１０６５課題（制度等の非技術課題を含む）
①情報・通信（９６） ②エレクトロニクス（６９）
③ライフサイエンス（８８） ④保健・医療（９４）
⑤農林水産・食品（７９） ⑥海洋・地球（６５）
⑦宇宙（４０） ⑧資源･エネルギー（７８）
⑨環境（４０） ⑩材料・プロセス（１０３）
⑪製造（５２） ⑫流通（４０）
⑬経営・管理（３８） ⑭都市・建築・土木（７３）
⑮交通（６０） ⑯サービス（５０）
（カッコ内は課題数）
（課題例）
・がんの転移を防ぐ有効な手段が実用化される
・世界中どこからでも通話可能な携帯端末が普及
する
＜課題に対する設問＞
○重要度
○期待される効果
○実現予測時期
○第一線にある国等
○政府がとるべき有効な手段
○懸念される問題点
＜全分野共通設問＞
○今後１０年及び２０１０年以降の重
点科学技術分野
技術系分科会（１４分科会）
（技術専門家が主体）
○課題の作成
○回答者の選出
技 術 予 測 委 員 会
ニーズ
20代1%
30代9% 40代31% 50代44% 60代14%
70代2%
1 会社員31% 大学42% 公務員14%
団体職員
10%
その他3%
1
2２．重点科学技術分野に関する調査
技術予測調査の全回答者に対して「今後１０年」と「２０１０年以降」において重点をおくべき科学技術分野
を調査した。設問では、以下の６つの技術分野から３つまでの選択回答を求めた。
結　果
結果は、下図の通りである。回答者を６分野に対応した専門家グループに分けて集計している。専門家グ
ループにより人数が異なるため、各グループの比重を１にしている。
① 「今後１０年」の重点科学技術分野の認識
• 「地球・環境系技術」、「情報系技術」、「生命系技術」の３分野が特に重視されており、その傾向はどの専
門家グループでもほぼ同様である。
② 「２０１０年以降」の重点科学技術分野の認識
• 「地球・環境系技術」と「生命系技術」の２分野が、全ての専門家グループにおいて特に重視されている。
また、これら２分野を重視する回答は「今後１０年」の評価より高くなっている。
• 一方、「情報系技術」を重視する回答は「今後１０年」に比べて半分以下に低下している。情報系専門家
グループでも、情報系技術を選択しているのは、約半数の回答者にとどまり、他の５グループでは、情報
系技術を選択した回答者は約３０％以下となっている。（注）
• また、「社会基盤系技術」と「材料系技術」については、「今後１０年」と比較して重要性が高まっており、
「情報系技術」と同程度となっている。
（注）.　情報系技術の回答に関する追加調査の結果
• ２０１０年以降の情報系技術を重視する回答の低下の要因を調べるため、回答者約８００人を選んで追加
調査を実施した（参考資料２参照）。２０１０年以降の重点分野として「情報系技術を選択した回答者」に
は、情報系技術を周辺領域を含む広い概念でとらえる者、経済成長や社会発展の主力技術と位置づけ
る者、技術的発展性が十分にあると考えている者が多い。一方、「選択しなかった回答者」には、情報系
技術を狭い概念でとらえ、情報系技術は基盤的性格が強まるとともに他分野と融合して新たな領域を発
展させるようになるが、このような新領域はもはや情報系技術ではないととらえている者、近い将来、半導
体やコンピュータ等を中心とする技術が成熟すると考えている者が多い。
• このように、専門家の評価が分かれたのは、情報系技術の分野概念の違いの影響が最も大きい。将来
の情報系技術については、分野概念について専門家の間にもコンセンサスができていない。
 ６つの科学技術分野
(1) 情報系技術(情報、通信、エレクトロニクスなど)
(2) 生命系技術(ライフサイエンス、医療、食糧など)
(3) 地球･環境系技術(環境、資源、エネルギ-、海洋、地球、宇宙など)
(4) 材料系技術（物質、材料、プロセス技術など）
(5) 製造・マネジメント系技術（ものづくり、流通、経営など）
(6) 社会基盤系技術（都市、交通、社会サービスなど）
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重点科学技術分野（今後１０年、２０１０年以降）
      
情報系専門家
生命系専門家
地球・環境系専門家
材料・プロセス系専門家
製造・マネジメント系専門家
社会基盤系専門家
3３．重要度、実現予測時期の傾向
３－１．実現予測時期の傾向
全１０６５課題の実現予測時期の分布を下図に示す。
実現予測時期の比較的早い課題の多い分野：　経営・管理、サービス、情報・通信
実現予測時期の比較的遅い課題の多い分野：　資源・エネルギー、ライフサイエンス、エレクトロニクス
課題の約半数は２０１１年からの５年間に実現すると予測されている。
３－２．分野別の重要度と実現予測時期
分野ごとに課題の重要度および実現予測時期の平均値を算出し、下図にプロットした。
図の右上は重要度は高いが実現に時間を要する分野、左下は重要度は相対的に低いが比較的短期間で
実現する分野を表す。
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4３－３．重要度および実現予測時期からみた各分野の特徴
今回設定した１０６５課題から重要度の上位1/4、中位1/4のものを抽出し、実現時期により３つに分類した。
各領域の課題を本調査の１６の技術分野ごとに集計し、課題数の比較的多いものを取り上げると下図の通りと
なる。
［主要分野の特徴］
○ 情報系技術
情報・通信分野の重要課題の実現予測時期は早いが、エレクトロニクス分野については遅くなっている。次
世代のデバイスなどのエレクトロニクスの発展を基盤とした情報通信は長期的な方向性は見通しにくい状
況にある。
○ 生命系技術
ライフサイエンス分野の課題は数も多く、実現予測時期は遅いものが多いが、比較的早期のものも含まれ
ている。保健・医療分野の課題は中位グループに現れる。また、農林水産・食品分野の重要課題は、比較
的早い時期に実現すると予測されている。
○ 環境系技術
環境分野の重要課題は、実現予測時期中期以降に比較的均等に分布している。環境分野と関わりが深い
資源・エネルギー分野の重要課題は中期に実現するものが多い。基礎的分野である海洋・地球分野の重
要課題の実現予測時期は比較的早い。
○ 材料系技術
材料・プロセス分野の課題は、重要度上位・中位とも実現予測時期中期以降に均等に現れており、この分
野の技術の多様性を示している。
○ その他の特徴
製造分野の課題は重要度上位グループの数が多く、実現予測時期の早いものから遅いものまで多様であ
る。これは情報系技術、環境系技術、材料系技術と深い関わりを持つこの分野の特徴を示すものである。
都市・建築・土木分野の課題は中位グループに現れている。
　重要度および実現予測時期からみた主要技術分野における課題数の分布
情報・通信　 　 １９
ライフサイエンス １０
農林水産・食品　 ７
製造　　 ６
（７７）
情報・通信　 　　　９
農林水産・食品 １０
製造　　 　　　　　　 ６
海洋・地球　　 　　 ９
（８５）
都市・建築・土木　 ８
エレクトロニクス １３
ライフサイエンス　１６
農林水産・食品　　 ８
材料・プロセス　　 ９
製造　　 　　　　　　　５
（８７）海洋・地球　　 ８
資源・エネルギー　 ７
保健・医療　 　　　 ８
農林水産・食品　 １０
資源・エネルギー　 ８
材料・プロセス　　 ９
都市・建築・土木　 ８
（７８）
環境　　 ６
ライフサイエンス　 ２６
材料・プロセス　　 ９
製造　　 ８
環境　　 ６
（７８）
エレクトロニクス　 １２
ライフサイエンス　１３
保健・医療　　　　　 ７
資源・エネルギー　 ６
材料・プロセス　　 １１
（７７）
環境　　　　　　　　　５
実現時期早い 遅い
重
要
度
1/4
（上位
　　
）
1/4
（中位
　　
）
1/2
（下位
　　
）
高
低
(注)：括弧内の数値は当該区分における課題数の合計値
（１７８） （２０６） （１９９）
5４．重要度上位１００課題の特徴
第５回調査（１９９２年）、第６回調査（１９９７年）、第７回調査（今回調査）における重要度の高い上位１００課
題を、環境関連技術、情報関連技術、生命関連技術、災害関連技術、新エネルギー関連技術、その他の６
区分に分類し、重要課題の推移を見た。
今回の調査結果で重要度が高いと評価された課題は、前回調査と比較して、環境関連技術、情報関連技
術がほぼ横ばいで、生命関連技術が大幅に増加した。
○ 環境関連技術
『製造者責任が規定され、90％以上がリサイクルされる設計・製造・回収・再利用システムが普及［2015
年］』等のリサイクル、ゼロエミッション、ＬＣＡ（ライフサイクル・アセスメント）に関連する課題が大幅に増加（9
→14課題）している。
また、『内分泌かく乱化学物質の毒性発現メカニズムならびに生殖機能等に及ぼす影響の解明［2015年］』
等の環境ホルモンに関連する２課題が、今回新たに重要度上位１００課題に入った。
○ 情報関連技術
　『プライバシーや機密が保護される信頼度の高いネットワークシステムの普及［2010年］』等のネットワーク
に関連する課題と、『最小寸法 10nmの LSIパターンを量産加工できる技術が実用化［2015年］』等の半
導体に関連する課題が、前回同様にほぼ半数ずつを占めた。
○ 生命関連技術
　『DNA塩基配列情報から新規のタンパク質機能を推測する手法の開発［2009年］』等のポストゲノムや、
『幹細胞増殖に関与する要因が完全に把握され、試験管内で幹細胞を増やし、治療に用いることが普及
［2018年］』等の再生医療に関連する課題が、大幅に増加（1→8課題）した。
　また、『倫理に基づく生命科学研究規制ガイドラインの研究者社会における合意形成［2008年］』等の倫
理問題などライフサイエンスの技術の進展に伴って生じる問題を扱う３課題が、今回新たに重要度上位１０
０課題に入った。
○ その他技術
ナノテクノロジー、燃料電池、メタンハイドレートの課題が今回新たに重要度上位１００課題に入った。例え
ば、『単原子・単分子操作技術がデバイス作製・遺伝子操作技術として実用化［2015年］』、『燃料電池を搭
載した電気自動車の普及［2014年］』、『メタンハイドレートの採掘技術の実用化［2022年］』が挙げられる。
重要度上位１００課題の区分別内訳の推移
区　分 第７回調査（今回）
（2001 年）
第６回調査（前回）
（1997年）
第５回調査（前々回）
（1992年）
環境関連技術 ２６ ２５ ２８
情報関連技術 ２１ ２４ １０
生命関連技術 ２６ １７ ３７
災害関連技術 ８ １１ ９
新エネルギー関連技術 １０ １１ ６
その他 ９ １２ １０
6重要度指数の高い上位１００課題を以下に示す。
順
位
分　野 課　　　　　題
重要度
指数
実現予
測時期
区分
前回
順位
1 海洋・地球
55　被害の発生が予想されるマグニチュード 7以上
の地震の発生の有無を数日程度以前に予測できる
技術が開発される。
95 2024 災害 7
2 サービス
31　廃棄工業製品の処理技術が大幅に発達し、最
終処分量を現状の 10分の 1 まで減量することを可
能とする営利目的のサービス業が出現する。
94 2015 環境
3
資源・エネ
ルギー
49　高レベル放射性廃棄物の固化体の処分技術が
実用化される。
94 2021
新ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ
21
4
ライフサイエ
ンス
65　ヒトの代表的生活習慣病であり、多因子による遺
伝形式を示す糖尿病、高血圧、動脈硬化の遺伝子
群が同定され、分子病因論的分類がなされる。
93 2013 生命 32
5 情報・通信
19　悪質なハッカーの攻撃から個人や集団のプライ
バシーや機密が保護されるような信頼度の高いネッ
トワークシステムが普及する。
93 2010 情報 16
6
ライフサイエ
ンス
01　DNA塩基配列情報から新規のタンパク質機能
を推測する手法が開発される。
93 2009 生命
7
ライフサイエ
ンス
38　がんの転移を防ぐ有効な手段が実用化される。
93 2017 生命 13
8 情報・通信
18　一月2000円以下で大容量ネットワーク(150Mbps)
を自由に利用できる環境が実現する。
92 2009 情報 19
9 海洋・地球
51　高レベル放射性廃棄物の地層処分の安全性に
関する評価法が確立する。
92 2016
新ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ
10
エレクトロニ
クス
06　10nmの最小寸法を持つ LSIパターンを、量産
加工できる技術が実用化される。
91 2015 情報 4
11
ライフサイエ
ンス
37　ある種のがんの発生を予防する薬が普及する。
91 2016 生命 40
12
都市・建築・
土木
26　高レベル放射性廃棄物の処分技術が実用化さ
れる。
91 2021
新ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ
13
ライフサイエ
ンス
23　細胞がん化におけるシグナル伝達を制御して、
がん細胞を正しい分化の方向に誘導して正常化さ
せる治療法が普及する。
91 2020 生命 88
14 製造
40　不用製品の回収・処理に関する製造者責任が
法的に規定され、使用材料の９０％以上がリサイクル
される設計・製造・回収・再利用システムが普及す
る。
90 2015 環境 6
15
ライフサイエ
ンス
82　食糧増産や環境保全のために、光合成機能を
飛躍的に向上させる技術が開発される。
90 2018 生命 60
16
ライフサイエ
ンス
11　個人個人の遺伝子の構造、SNP（一塩基変異多
型）等を含む全塩基配列が即座に安価に決定でき
るようになり、診断やオーダーメード治療に普及す
る。
90 2012 生命
17 環境
21　窒素酸化物 0．1～0．2g/kmの排出規制が可能
な技術がほとんどの車種に普及する。(重量ディーゼ
ル車での現状は 4～5g/km程度、ガソリン乗用車の
昭和 53年規制値は 0．25g/km)
90 2011 環境 23
18
ライフサイエ
ンス
27　バンコマイシン耐性菌をふくむ多剤耐性菌に対
する有効な治療薬が実用化される。 90 2011 生命
19
材料・プロセ
ス
99　ゲノム解析に基づく、がんや難病の遺伝子診断・
治療システムが実用化される。
90 2014 生命
20
エレクトロニ
クス
25　世界中で使用できる 100Mbps程度のマルチメ
ディア無線携帯端末が普及する。
90 2013 情報 69
21 環境
22　ディーゼル車の微量粒子状物質の排出を現在
の１割程度まで削減できる技術が実用化される。（平
成 11 年度の規制値は 2.5ｔを超える重量車で
0.25g/kWh（形式当たりの平均値））
90 2011 環境
7順
位
分　野 課　　　　　題
重要度
指数
実現予
測時期
区分
前回
順位
22 海洋・地球
63　二酸化炭素等温室効果気体放出の国際規制に
ついて、発展途上国における削減も含めた全地球
的な合意が形成される。
89 2013 環境
23
ライフサイエ
ンス
24　幹細胞増殖に関与する要因が完全に把握され、
試験管内で必要に応じて幹細胞を増やし、治療に
用いることが普及する。
89 2018 生命
24 環境
38　ゼロエミッションを目的とした産業技術の再編成・
複合化が進み、産業廃棄物の埋め立て量が半減す
る。
89 2018 環境
25 情報・通信
50　ソフトウェア検証技術が進み、誤りのない大規模
ソフトウェアの短期開発が可能となる。
89 2019 情報 79
26 保健・医療 04　がん化の機構が解明される。 89 2014 生命 33
27 海洋・地球
13　アジ、イワシ、サンマ、サバ等多獲性魚の魚種交
替のメカニズムが解明される。
89 2016 その他
27
材料・プロセ
ス
76　変換効率 20％以上の大面積アモルファスシリコ
ン太陽電池が実用化される。
89 2016
新ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ
12
29
材料・プロセ
ス
75　変換効率が 50％以上の積層太陽電池が実用
化される。
89 2019
新ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ
11
30
ライフサイエ
ンス
17　分離した幹細胞から任意の臓器への分化が試
験管内で可能となり臨床応用される。
89 2019 生命
31
農林水産・
食品
01　作物(稲を例として)の全 DNAの塩基配列が決
定され、有用遺伝子が単離される。
89 2008 生命 49
32 海洋・地球
57　火山体内部のマグマの状態が経時的に観測で
きるようになる。
88 2019 災害
33 宇宙
20　打上げロケットによる宇宙輸送費用が現在の
1/10以下に低減される。
88 2019 その他 5
34
ライフサイエ
ンス
16　分化した動物細胞から目的とする臓器を再生す
る技術が開発される。
88 2017 生命
35
ライフサイエ
ンス
14　花粉症やアトピーなどのアレルギーを引き起こ
す免疫制御機構や環境要因が明らかになり、即時
型アレルギーを完全にコントロールできるようにな
る。
88 2016 生命 94
36
都市・建築・
土木
04　地殻の歪みの分布や過去の地震履歴の分析等
により、中期的(5～10年程度先)な大規模地震(M8
以上)の発生を予測する技術が日本で実用化され
る。
88 2026 災害 36
37
ライフサイエ
ンス
31　微生物や植物によるバイオプラスチック等の生
分解性プラスチックの生産が全世界プラスチック生
産量の過半数を占める。
88 2015 環境 48
38
農林水産・
食品
49　主要漁業資源の再生産過程が明らかになるとと
もに長期（１０年～２０年）変動予測が可能となり、適
正な資源管理技術が実用化される。
88 2024 その他 68
39
ライフサイエ
ンス
05　ゲノム高速解析技術が発達し、50種類以上の
有用動植物の全長ゲノム構造が明らかになる。 88 2009 生命
40
資源・エネ
ルギー
53　環境性の良い高効率可搬型電源（電気自動車
電源等）として燃料電池が普及する。
88 2015
新ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ
41 情報・通信
79　地震検知システムに連動し、非直下型地震の地
震波到達までの時間を利用して人命の安全確保を
図るビルディング統合管理システムやホームセキュリ
ティシステムが実用化される。
88 2016 災害 57
42
エレクトロニ
クス
10　不揮発性で書き換え可能な 100Gビット以上の
ランダム アクセス半導体メモリが実用化される。
88 2016 情報 24
43 交通
29　大型貨物自動車の排ガスの有害成分を 1/10に
低下させるため、ディーゼル用排気触媒、パティキュ
レートトラップ、リーン NOx触媒や高精度燃焼技術
などの排気対策技術が普及する。
88 2011 環境 72
44 保健・医療 05　がんの転移の機構が解明される。 87 2014 生命 53
8順
位
分　野 課　　　　　題
重要度
指数
実現予
測時期
区分
前回
順位
45
農林水産・
食品
76　内分泌かく乱化学物質の毒性発現メカニズムな
らびに生殖機能、行動、脳機能、免疫機能等に及
ぼす影響が解明され、ヒトと家畜への安全限界が設
定される。
87 2015 環境
46
ライフサイエ
ンス
59　アルツハイマー病の進行が阻止できるようにな
る。
87 2017 生命 54
47 製造
39　製品の誕生から廃棄までの全ライフサイクルに
おいて生態系への影響を考慮した低エントロピー化
エコファクトリーが普及する。
87 2017 環境 55
48
材料・プロセ
ス
62　常温以上に転移点をもつ超電導体が開発され
る。
87 2022 その他 77
49
ライフサイエ
ンス
09　タンパク質の高次構造から生物活性とその機能
ドメインを予測する技術が確立される。
87 2012 生命
50
農林水産・
食品
62　遺伝子組換え農作物の安全性を食品・環境の
両面で検討し、消費者にも理解してもらえる評価手
法が開発される。
87 2011 生命
51
ライフサイエ
ンス
72　がん化した細胞と正常細胞を生体内で識別で
き、これを標的にした抗がん治療法が実用化され
る。
87 2016 生命
52 製造
42　「設計生産使用廃棄」の生産システムと「回
収分解・選別再利用生産」の資源循環システ
ムが一体となった、ものづくり－ものこわし型製造シ
ステムが普及する。
87 2017 環境
53
都市・建築・
土木
03　地震検知の全国ネットワークが構築され、50km
程度以上離れた地震に関して地震到達前に情報が
伝達される防災システムが日本で普及する。
87 2016 災害 59
54
農林水産・
食品
79　食品安全行政が一元化されるとともに、広範に
食品の安全を議論し、その結果が行政に活かされる
場が設置される。
86 2009 その他
55
農林水産・
食品
75　ダイオキシンなどの内分泌かく乱化学物質を分
解する菌を、多孔質木炭などの担体に固定化して
河川の水質を浄化するプラントが開発される。
86 2015 環境
56
エレクトロニ
クス
22　性能 10GOPS（Giga Operations Per Second）程
度でかつ消費電力 10 ミリワット以下のプロセッサ LSI
が開発される。
86 2018 情報 46
57 情報・通信
65　機密保護と認証を実現するセキュリティ技術によ
り、印鑑（署名）なしで契約書等の各種文書がネット
ワークを介してオンラインで作成できるサービスが普
及する。
86 2010 情報
58
エレクトロニ
クス
13　TOPS(Tera Operations  Per  Second)級のマイ
クロプロセッサが実用化される。
86 2019 情報 22
59
農林水産・
食品
73　森林およびその機能（生物多様性維持、環境浄
化、景観や快適性の供与等）を保全しつつ、森林を
適正に利用するための技術体系と制度が実用化さ
れる。
86 2017 環境 82
60 経営・管理
25　新しい産業が情報通信産業に代わり、次世代の
牽引的役割りを果たすようになる。
86 2015 その他
61 流通
14　企業単位や企業グループ単位でなく、産業単位
で使用済み製品や廃棄製品を安全かつ効率よくリ
サイクルする制度・システムが、８割以上の産業に普
及する。
86 2015 環境
62 製造
41　二酸化炭素の回収技術の開発等が進展し、ゼ
ロエミッションファクトリーが普及する。
86 2021 環境 41
63
資源・エネ
ルギー
75　廃棄物選別回収システムが構築され、新たな経
済尺度・基準に基づき再生した原料や再生品を生
産・流通・消費する循環システムが普及する。
86 2016 環境
64
エレクトロニ
クス
36　10Gbpsの光加入者系システムが家庭に普及す
る。
86 2014 情報
9順
位
分　野 課　　　　　題
重要度
指数
実現予
測時期
区分
前回
順位
65 情報・通信
12　手帳サイズの携帯端末を用いて世界中どこから
でもマルチメディア通信ができるシステムが普及す
る。
85 2008 情報 66
66 海洋・地球
27　東京湾、大阪湾等利用密度の大きい海域を対
象とする湾全体の総合的利用・保全技術が普及す
る。
85 2014 その他
67
材料・プロセ
ス
52　地球環境保護に必要な二酸化炭素固定化技術
が実用化される。
85 2019 環境 70
68
材料・プロセ
ス
53　太陽光で水を分解する水素生産プロセスが実
用化される。 85 2019
新ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ
64
69
エレクトロニ
クス
29　C言語のような高級言語で記述されたシステム
レベルの要求仕様を与えると、数百 Kゲート以上の
高性能な LSI を完全に自動で設計する技術が実用
化される。
85 2011 情報
70
エレクトロニ
クス
07　1 チップ当たり 256Gビット以上の記憶容量を持
つ超 LSIが実用化される。
85 2015 情報 2
71
エレクトロニ
クス
18　ソフトウェアでセンター周波数、バンド巾、変調
方式、誤り訂正方式などの仕様変更可能なカードサ
イズのソフトウェア無線機が実用化される。
85 2012 情報
72
材料・プロセ
ス
86　ナノメ－トルスケールの 3次元集積加工技術が
開発される。
85 2016 その他
73
ライフサイエ
ンス
87　我が国の生命科学において、倫理に基づく研究
規制ガイドラインの研究者社会における合意が形成
される。
85 2008 生命
74 経営・管理
26　産業クラスター（廃棄プロセスにおいて各産業が
別の産業の廃棄物を利用していくという仕組み）が
確立され、利用可能な産業廃棄物はその流通ルー
トに乗せることが義務づけられる。
85 2014 環境
75
ライフサイエ
ンス
13　移植の拒絶に関与する免疫機能分子がほとん
ど明らかにされ、副作用のない臓器移植が実現す
る。
84 2017 生命
76 情報・通信
10　ディスプレイを含むパソコンの新製品において
再利用の部品数が 90％を超える。
84 2012 環境
77
エレクトロニ
クス
11　クロック周波数 50GHz以上の LSIが実用化され
る。
84 2015 情報 38
78 保健・医療 09　動脈硬化の発症機構が解明される。 84 2013 生命
79
都市・建築・
土木
14　巨大地震発生時の構造物や地盤の挙動を正確
にシミュレートする技術が日本で普及する。
84 2012 災害
80 環境
40　地球環境保全のため、日本に環境税が導入さ
れる。
84 2009 環境 65
81 環境
39　世界の二酸化炭素の大気中への排出量が 1990
年の 20％減まで低下する。
84 2027 環境
82 流通
09　食品分野でパッケージを含めて流通過程にお
ける廃棄率ゼロもしくは１００％循環型の商品開発が
８割以上の企業に普及する。
84 2015 環境
83 製造
19　0.01 ミクロンルール LSI製造のための分解能１
ナノメートルの半導体微細加工・計測技術が開発さ
れる。
84 2013 情報
84
エレクトロニ
クス
37　100Gbpsの信号 1000チャンネルを多重化して
1 本の光ファイバで伝送できる光多重通信装置が実
用化される。
84 2016 情報 84
84
ライフサイエ
ンス
88　我が国の研究者社会における生命科学研究規
制ガイドラインが関連法規制制定の基礎とされ、我
が国社会全体で共有されるようになる。
84 2011 生命
86
農林水産・
食品
63　高齢者に特有の抗酸化機能、脳機能、咀嚼機
能の低下を防ぎ、健康な高齢社会を食から支える食
品が開発される。
84 2012 生命
10
順
位
分　野 課　　　　　題
重要度
指数
実現予
測時期
区分
前回
順位
87
材料・プロセ
ス
85　1 チップ当たり 1 テラビットのメモリが実用化され
る。
84 2016 情報 58
88
都市・建築・
土木
01　局地的な気象の予報に基づき、河川、道路等に
おける災害による人的被害を大幅に減少させる、警
報・予報・避難・規制システムが日本で普及する。
84 2012 災害
89
材料・プロセ
ス
35　汎用プラスチックのリサイクルシステムが普及し、
総生産量の 30％以上がリサイクル品となる。
84 2015 環境 17
90
資源・エネ
ルギー
13　LCA的な観点に立った都市ゴミからの有価物の
合理的な回収利用法が実用化される。
83 2014 環境 29
91 経営・管理
11　情報技術の進歩により、ネットワーク上の犯罪が
現在の半分程度まで減少する。
83 2011 情報
92
資源・エネ
ルギー
28　メタンハイドレートの採掘技術が実用化される。
83 2022
新ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ
93 交通
26　燃料電池(Fuel Cell)を搭載した、電気自動車が
普及する。
83 2014
新ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ
94
ライフサイエ
ンス
33　火力発電所などから排出される高濃度二酸化
炭素を直ちに生物学的に固定化する技術が実用化
される。
83 2018 環境
95
エレクトロニ
クス
01　単原子・単分子を操作する技術がデバイス作製
や遺伝子操作の技術として実用化される。
83 2015 情報
96
農林水産・
食品
74　霞ケ浦等の閉鎖水域の汚染に対して、生物や
生態系の機能を利用して戦前のレベルまで浄化す
る環境修復技術が普及する。
83 2018 環境 25
97 宇宙
29　ギガビット級のグローバル衛星通信システムが
普及する。
83 2013 情報
98 製造
24　非化石エネルギー(風力、地熱、太陽光・熱、廃
熱)の利用が製造部門のあらゆる方面に普及する。
83 2018
新ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ
1
99 海洋・地球
40　地震計、傾斜計、ひずみ計等の多種の観測機
器を統合・集積化したボアホール式観測装置が日
本全国に配置され、地震予知に利用されるようにな
る。
83 2016 災害 51
100
材料・プロセ
ス
33　従来の石油化学プロセスに代わり、再生可能な
資源を用いた高分子合成プロセスが普及する。
83 2019 その他
（注）前回課題と同一の課題及び前回課題を修正した課題のうち、前回重要度が１００位以内の課題については、そ
の順位を記した。
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５．主要分野の重要課題
５－１．生命系技術の重要課題（例）
2005
2010
2015
2020
2025
2030
個人の遺伝子全塩
基配列とSNPの即座
で安価な決定による
診断やオーダーメー
ド治療の普及(2012)
がんの遺伝子治療法
の普及(2017)
神経幹細胞の移植
により運動麻痺の回
復を促進する治療法
の実用化(2020)
遺伝背景など発がん
におけるリスクが推
測できるバイオインフォ
マティクスの開発
(2013)
脳による論理的な推
論の機構の解明
(2028)
糖尿病の遺伝子治療
法の開発(2016)
ゲノム科学 再生医療 脳科学 ﾊﾞｲｵｲﾝﾌｫﾏﾃｨｸｽ
DNA塩基配列情報
から新規のタンパク
質機能を推測する手
法の開発(2009)
タンパク質の高次構
造から生物活性とそ
の機能ドメインを予
測する技術の確立
(2012)
ゲノム解析から難病
の遺伝子診断・治療
システムが実用化
(2014)
幹細胞増殖に関与
する要因が完全に
把握され、試験管内
で必要に応じて幹
細胞を増やし、治療
に用いることが普及
(2018)
アルツハイマー病を
完治させる治療法の
開発(2020)
分化した動物細胞か
ら目的とする臓器を
再生する技術の開発
(2017)
胚性幹細胞を用いた
障害臓器の再生治
療技術の普及(2020)
バイオインフォマティ
クスの進展によるデー
タ統合や相互活用
を利用した、バーチャ
ルラボでのライフサ
イエンス研究の普及
(2015)
バイオインフォマティ
クスを応用した任意
の分子認識機能を
有するタンパク質の
設計法の実用化
(2019)
脳とコンピュータを結
びつけるためのイン
タフェースの実用化
(2023)
コンピュータを用いた
義肢などの随意的制
御技術の実用化
(2023)
脳をモデルとする新
しい論理構造をもつ
脳型コンピュータの
開発(2024)
抗酸化機能、脳機能、
咀嚼機能の低下を
防ぐ食品の開発
(2012)
生活習慣病、がんに
代表される多因子疾
患の全遺伝子群の
同定と、分子病因論
的分類(2013)
12
５－２．情報系技術の重要課題（例）
2005
2010
2015
2020
2025
2030
世界中どこからでも
マルチメディア通信
できる手帳型システ
ムの普及(2008)
新しいアルゴリズムに
基づくバイオコンピュー
タの実用化(2019)
バーチャルオペレー
タとの会話により情
報機器の操作を行う
マン・マシンインター
フェースの実用化
(2014)
人間と同じような思考・
意思決定・行動を行
う知能ロボットの開発
(2027)
分子1個をスイッチン
グの基本素子とする
論理、記憶用 LSIが
開発(2023)
ﾈｯﾄﾜｰｸ ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ ﾋｭｰﾏﾝｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ ﾃﾞﾊﾞｲｽ
一月2000円以下で
大容量ネットワーク
(150Mbps)を利用で
きる環境の実現
(2009)
プライバシーや機密
が保護される信頼度
の高いネットワークシ
ステムの普及(2010)
印鑑（署名）なしで契
約書等をオンライン
で作成できるサービ
スの普及(2010) 世界中で使用できる
100Mbps程度のマル
チメディア無線携帯
端末が普及(2013)
10Gbpsの光加入者
系システムが家庭に
普及(2014)
最小寸法10nmのLSI
パターンを、量産加
工できる技術が実用
化(2015)性能10GOPS、消費
電力10ミリワット以下
のプロセッサLSIが開
発(2018)
屋外の携帯情報端
末等から利用できる
シームレスな広帯域
接続の実用化(2013)
いつでも、どこでも、
誰とでも情報がやりと
りできる、ワンチップ
のユビキタスコンピュー
タが開発(2014)
100万プロセッサを結
合した演算速度１
Peta Flops級の並列
コンピュータの実用
化(2013)
クロック周波数50GHz
以上のLSIが実用化
(2015)
100Gビット／１チップ
超の不揮発性・書き
換え可能なランダム
アクセス半導体メモリ
が実用化(2016)
TOPS(Tera
Operations  Per  
Second)級のマイクロ
プロセッサが実用化
(2019)
カードサイズの自動
通訳システム（音声
入・出力）が実用化
(2015)
家庭に一台、掃除、
洗濯などを行う「お手
伝いロボット」が普及
(2018)
超高速計算やセキュ
リティ機能に応用で
きる量子位相デバイ
スが実用化(2020)
13
５－３．環境系技術の重要課題（例）
2005
2010
2015
2020
2025
2030
循環型社会 ﾘｽｸ極小化 地球温暖化対策
世界の二酸化炭素
の大気中への排出
量が1990年の20％
減まで低下(2027)
地球環境保全のため
の環境税の導入
(2009)
窒素酸化物の排出
規制が可能な技術
のほとんどの車種へ
の普及(2011)
リサイクル・リユースし
やすいようなＬＣＡ的
製品設計概念の普
及(2012)
製品の全ライフサイ
クルで、生態系への
影響を考慮した低エ
ントロピー化エコファ
クトリーが普及(2017)
ディーゼル車の微量
粒子状物質の排出
を現在の１割程度ま
で削減できる技術の
実用化(2011)
温室効果気体放出
の国際規制に関する
発展途上国を含めた
全地球的な合意の
形成(2013)
内分泌かく乱化学物
質分解菌を担体に
固定化し河川の水
質を浄化するプラン
トの開発(2015)
難分解性環境汚染
物質を土壌、底質等
から除去する技術の
普及(2017)
ディスプレイを含む
新品パソコン部品の
90％を超える再利用
化(2012)
嫌気性微生物に完
全に分解される生分
解性プラスチックの
普及(2014)
製造者責任が規定
され、90％以上がリ
サイクルされる設計・
製造・回収・再利用
システムが普及
(2015)
汎用プラスチックの
総生産量の30％以
上がリサイクル品
(2015)
産業技術の再編成・
複合化が進み、産業
廃棄物の埋め立て量
が半減(2018)
気候変動による異常
降水現象の生起に
ついての知見が広く
得られる(2017)
微細藻類等生物を
活用した二酸化炭素
固定技術の実用化
(2018)
二酸化炭素の回収
技術の開発等が進
展し、ゼロエミッショ
ンファクトリーが普及
(2021)
14
５－４．ナノテクノロジーの重要課題（例）
2005
2010
2015
2020
2025
2030
ﾅﾉ加工・ﾅﾉ計測 ﾅﾉ材料 次世代情報通信 ﾅﾉﾊﾞｲｵ・医療
効率良く患部に到達
する信号応答型ミサ
イルドラッグの普及
(2013)
設計通りの構造をも
つナノチューブを作
る技術の開発(2013)
分子1個をスイッチン
グの基本素子とする
論理、記憶用 LSIが
開発(2023)
0.01ミクロンルール
LSI製造の分解能１
ナノメートルの半導
体微細加工・計測技
術の開発(2013)
分子・原子1個のスイッ
チング機能を利用し
た素子の開発(2018)
自己組織化機能によ
る有機高分子の超分
子構造の任意制御
技術の開発(2015)
ナノメ－トルスケール
の3次元集積加工技
術の開発(2016)
単一電子メモリ素子
の実用化(2020)
単原子・単分子操作
技術がデバイス作製・
遺伝子操作技術とし
て実用化(2015)
マイクロマシンやロボッ
トを応用した低侵襲
外科技術が外科手
術の大半に普及
(2017)
生体内を自走する診
断・治療用マイクロマ
シンの開発(2021)
10nm以下の分解能
をもつX線顕微鏡が
開発(2016)
数～数百Åオーダの
成分組織の機能性
有機・無機複合材料
の実用化(2015)
最小寸法10nmのLSI
パターンを、量産加
工できる技術が実用
化(2015)
自己組織化により特
定のナノスケール構
造・特性を与えるメモ
リ材料の実用化
(2018)
オングストロームのオー
ダまでの変位測定や
フェムト秒オーダま
での計測が可能に
なる。(2010)
1テラビット／1平方イ
ンチの記録が可能な
磁気記憶ハードディ
スクが開発(2015)
256Gビット／1チップ
以上の記憶容量を
持つ超LSIが実用化
(2015)
クロック周波数
50GHz以上のLSIが
実用化(2015)
TOPS(Tera
Operations  Per  
Second)級のマイクロ
プロセッサが実用化
(2019)
15
５－５．材料系技術の重要課題（例）
2005
2010
2015
2020
2025
2030
革新的材料技術 ﾌﾟﾛｾｽ技術 環境ｴﾈﾙｷﾞｰ材料 材料ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ
常温以上に転移点を
もつ超電導体の開発
(2022)
センサ機能および室
内環境調整機能を
あらかじめ組み込ん
だ内装材料が開発
(2014)
ビーム技術等の高度
化でオングストローム
オーダの超精密プロ
セス技術が実用化
(2013)
光と炭酸ガスと水か
ら直接プラスチックを
合成する技術の開発
(2022)
人骨とほぼ同様のア
パタイト基複合セラミッ
クスの開発(2013)
分子量３万程度のタ
ンパク質の一次配列
から三次元立体構造
の予測技術の開発
(2016)
第一原理計算に基
づいたシミュレーショ
ンによる材料設計技
術の実用化(2018)
メタンから直接水素
を製造する低温触媒
プロセスの実用化
(2015)
鉛電池の５倍程度の
高エネルギー密度の
二次電池の普及
(2015)
使用温度が液体窒
素（７７Ｋ）以上の超
電導材料の普及
(2016)
ナノ構造制御した超
鉄鋼材料の実用化
(2017)
室温で銅と同等の電
導度と耐環境性を持
つ高分子の実用化
(2018)
高温耐熱用金属間
化合物が機械部品
(航空機、エンジン、
タービン等)に幅広く
用いられる(2017)
石油化学に代わる再
生可能資源を用いた
高分子合成プロセス
の普及(2019)
生体膜と類似の機能
をもつ人工膜の開発
(2017)
変換効率が50％以
上の積層太陽電池の
実用化(2020)
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５－６．その他技術の重要課題（例）　その１
2005
2010
2015
2020
2025
2030
ｴﾈﾙｷﾞｰ供給 先進的ものづくり
超電導ケーブルを用
いた電力ネットワーク
の実用化(2029)
生産活動を支援する
バーチャルマニュファ
クチャリングシステム
の普及(2011)
高レベル放射性廃棄
物の固化体の処分
技術の実用化(2021)
電力貯蔵技術を有
効に使ったエネルギー
管理技術の実用化
(2014)
他者による再利用や
学習を可能とするブ
レインサポートシステ
ムの開発(2013)
知識社会への移行
に伴い、知識集約型
産業の生み出す総
付加価値が全産業
の付加価値の過半を
占める(2016)
高効率ガスタービン
（入口温度１７００℃
以上）による大型複
合サイクル発電の実
用化(2015)
メタンハイドレートの
採掘技術の実用化
(2022)
燃料電池を搭載した、
電気自動車が普及
(2014)
バイオマスエネルギー
が国内の一次エネル
ギー供給の3％以上
を占める(2019)
環境性の良い高効率
可搬型電源として燃
料電池の普及(2015)
変換効率20％以上
の大面積アモルファ
スシリコン太陽電池
の実用化(2016)
化学品製造用で最
小限の遺伝子からな
る産業用微生物の開
発(2015)
ミクロ技術の新たな
法則・効果・現象が、
人工物設計論や製
造工程設計論に大
きな変革をもたらす
(2017)
生物機能の新しい法
則・効果・現象が人
工物設計論、製造工
程設計論に大きな変
革をもたらす(2021)
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５－６．その他技術の重要課題（例）　その２
2005
2010
2015
2020
2025
2030
ギガビット級のグロー
バル衛星通信システ
ムの普及(2013)
有人宇宙船の火星着
陸の実施(2025)
水深10,000m用の資
源探査ロボットの実
用化(2015)
打上げロケットによる
宇宙輸送費用が現
在の1/10に低減
(2019)
公共交通機関等の
改善により障害者の
社会生活が格段に
拡大(2012)
高速航空機から有翼
宇宙機を発射する二
段式スペースプレー
ンがわが国で開発
(2020)深海底金属資源を経
済的に採取する技術
の実用化(2022)
ライフラインの防災
性を向上するための
遠隔監視、制御シス
テムが日本で普及
(2011)
外海で3000メートル
級の滑走路を持つ浮
体式海上空港が実
用化(2013)
方向別交通量等を
把握し最適な交通
流を実現する都市内
道路交通管理システ
ムが普及(2012)
ITS技術を応用した
衝突防止システムに
より、交通事故死者
数が半減(2015)
Ｍ7以上の地震発生
を数日程度以前に予
測できる技術の開発
(2024)
中期的な大規模地
震(M8以上)の発生
を予測する技術が日
本で実用化(2026)
社会基盤 フロンティア
最高時速500km程度
の超電導磁気浮上
鉄道が実用化(2017)
高速道路等におい
て安全・円滑に自動
走行する自動運転
システムが実用化
(2017)
大規模数値モデル
による水産資源を含
めた全地球的海洋
変動予測技術の実
用化(2018)
高齢者や身障者が
介助者なしに自ら行
うことを支援するロボッ
トや装置のある住宅
が日本で普及(2017)
火山体内部のマグマ
の状態の経時的観測
技術の確立(2019)
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６．現在第一線にある国等
課題ごとに、現在第一線にある国（日本、米国、ＥＵ、その他の国、わからないの中から複数選択）を調査し
た。日本の選択割合から日本以外で最も値の高い国の選択割合を引き、差が正の課題は日本優位の課題、
差が負の課題は海外優位の課題とした。この差を５段階に分けて課題数を集計したのが下図である。
• 日本が優位にある課題の多い分野は、交通、資源・エネルギーの２分野。
• 日本が海外とほぼ同等にある分野は、農林水産・食品、都市・建築・土木、材料・プロセス、製造の４分
野。
• 日本が優位にない分野は、上記以外の１０分野。特に、保健・医療、宇宙、流通、ライフサイエンス、経
営・管理、サービスでは、日本が優位な課題がほとんどない。
日本と海外の研究開発水準の比較
○ 日本が優位の課題（例）
• 紫外半導体レーザが実用化される。（エレクトロニクス 31）
• 最高時速 500km程度の超電導磁気浮上鉄道が実用化される。（交通 3）
○ アメリカが優位の課題（例）
• 個人個人の遺伝子の構造、SNP（一塩基変異多型）等を含む全塩基配列が即座に安価に決定できるようにな
り、診断やオーダーメード治療に普及する。（ライフサイエンス 11）
• ほとんどすべての企業間取引が電子決済で行われるようになる。（経営・管理 19）
○ ＥＵが優位の課題（例）
• 「エコデザイン」および「グリーン調達」の導入など、環境に配慮したモノ作りが経営のスタンダードになる。（経
営・管理 5）
• 企業における環境会計の概念およびシステムが普及する。（資源・エネルギー76）
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７．政府がとるべき有効な手段
取り上げた課題の推進方策として政府が取るべき施策は何かについて、回答者の見解を求めた（下記７項
目及びその他から複数選択）。
有効とされた割合が高かった手段は、①研究開発資金の拡充（54.2%（全課題平均。以下同じ））、②研究
開発基盤の整備（42.9%）、③産学官・分野間の連携強化（40.3%）、④人材の育成と確保（32.0%）。
○「人材の育成と確保」の高い課題（例） ○「起業環境の整備」の高い課題（例）
○「産学官・分野間の連携強化」の高い課題（例） ○「関連する規制の緩和・廃止」の高い課題（例）
○「研究開発基盤の整備」の高い課題（例） ○「関連する規制の強化・新設」の高い課題（例）
○「研究開発資金の拡充」の高い課題（例）
８．懸念される問題点
科学技術の進歩が、人間や社会に大きな影響を及ぼす場合が多くなっている。将来の科学技術について、
プラス面のみでなく、マイナス面も評価する必要がある。この調査においては、各課題ごとに「自然環境」、「安
全・安心」、「倫理・文化・社会」の各観点について懸念される点があるかどうか専門家に質問した。
○ 自然環境面での懸念が高い課題（例）
○ 安全・安心面での懸念が高い課題（例）
○ 倫理・文化・社会面での懸念が高い課題（例）
家具・電化製品などのインターネット等を通じた
リサイクル販売が普及し、新製品の販売数量と
同規模になる。（58%）（サービス 49）
神経幹細胞の移植により、運動麻痺の回復を
促進する治療法が実用化される。（82%）（保健・
医療 53）
DNA 塩基配列情報から新規のタンパク質機能
を推測する手法が開発される。（76%）（ライフサ
イエンス 1）
LCA（ライフサイクル・アセスメント）の考え方を
取り入れた土木・建築構造物の設計方法が普
及する。（71%）（都市・建築・土木 30）
がん化の機構が解明される。（83%）（保健・医療
4）
一月２ ０ ０ ０円以下で大容量ネットワーク
（150Mbps）を自由に利用できる環境が実現す
る。（77%）（情報・通信 18）
食品分野でパッケージを含めて流通過程にお
ける廃棄率ゼロもしくは１００％循環型の商品開
発が８割以上の企業に普及する。（66%）（流通
9）
ゲノム情報の解析技術を応用して、水温変化や疾病に対する耐性の高い品種が創り出され、有利な形質を
備えた水産生物の養殖が普及する。（74%）（農林水産・食品 41）
３０００ｍ以深の深海に二酸化炭素を貯留する技術が開発される。（55%）（環境 7）
遺伝子操作によって品種改良（収量、耐病性、耐寒性等）された作物が日本で普及する。（68%）（農林水
産・食品 2）
消費者の商品購入における支払いのほとんどすべてが電子マネーで行われるようになる。（65%）（経営・管
理 21）
人間の脳に記憶されている情報を電気的、磁気的にコンピュータが読むことができるようになる。（65%）（情
報・通信 42）
生命保険、自動車保険等の契約において、遺伝子テストや行動データ分析による保険診断と信用査定が普
及する。（76%）（サービス 9）
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９．分野別の長期シナリオ等に関する質問
農林水産・食品分野、資源･エネルギー分野及び環境分野、都市・建築・土木分野、交通分野の５分野で
は、３０年後の世界（社会）についてどのようなシナリオを想定するか等を質問した。
以下に、資源・エネルギー分野及び環境分野の例を示す。ここでは、地球温暖化に関する３０年後の世界
シナリオ及び、環境問題に効果が大きい対応の選択を求めている。
資源･エネルギー分野の回答
シナリオＡ
10人
(4.4%)
技術的対応
53人
(23.5%)
シナリオＢ
29人
(12.8%)
経済的対応
 98人
(43.4%)
シナリオＣ
84人
(37.2%)
倫理的対応
64人
(28.3%)
シナリオＤ
 91人
(40.3%)
無回答
11人
(4.9%)
問１
　
３０年後の世界 （シナリ
オ選択）
無回答
12人
(5.3%)
問２
　
今後の環境問題に効果
が大きい対応
　 　
環境分野の回答
シナリオＡ
14人
(5.6%)
技術的対応
57人
(22.9%)
シナリオＢ
31人
(12.5%)
経済的対応
105人
(42.2%)
シナリオＣ
97人
(39.0%)
倫理的対応
84人
(33.7%)
シナリオＤ
103人
(41.4%)
無回答
 3人
(1.2%)
問１
　
３０年後の世界 （シナリオ
選択）
無回答
 4人
(1.6%)
問２
　
今後の環境問題に効果が
大きい対応
　 　
参考　ＩＰＣＣの最新４シナリオ
シナリオＡ シナリオＢ シナリオＣ シナリオＤ
人口（億人） 2020年：75
2050年：87
2100年：71
2020年：82
2050年：113
2100年：151
2020年：78
2050年：89
2100年：72
2020年：77
2050年：94
2100年：104
経済（兆ドル）
世界総生産
2020年：60.8
2050年：174.7
2100年：532.4
2020年：40.6
2050年：81.9
2100年：243.6
2020年：53.5
2050年：134.8
2100年：338.6
2020年：43.4
2050年：86.1
2100年：238.6
一次エネルギー消費
（EJ／年）
2020年：648
2050年：1204
2100年：2079
2020年：611
2050年：984
2100年：1589
2020年：475
2050年：680
2100年：820
2020年：567
2050年：869
2100年：1356
CO2排出量
（GtonC／年）
2020年：12.1
2050年：16.0
2100年：13.1
2020年：11.1
2050年：18.5
2100年：29.9
2020年：7.5
2050年：9.0
2100年：5.7
2020年：9.3
2050年：11.2
2100年：13.9
特徴 マーケットの利点を活
用して、世界中がさら
に経済成長を遂げ、教
育、技術、社会制度に
大きな革新が生じる。
世界各地域が固有の
文化を重んじ、多様な
社会・政治構造を構築
することにより世界政治
経済がブロック化する。
環境や社会への高い
関心に基づいて、環境
保全と経済発展を地球
規模で両立し、バラン
スとれた経済発展を図
る。
環境や社会への高い
関心に基づくが、地域
の問題と公平性を重視
してボトムアップの方向
で発展を図る。
森俊介「ＩＰＣＣの最近の活動について」エネルギー・資源(2000.3)をもとに作成
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１０．第１回、第２回、及び第３回調査の評価・分析
調査実施から２０年以上が経過した第１回調査（１９７１年）、第２回調査（１９７６年）、第３回調査（１９８１年）
について、当時予測した技術課題が２０００年までにどの程度実現しているかを評価した。ここでは、内容の一
部が実現した課題も含めて実現率を算出している。
１０－１．実現率
• 対象とした課題のうち、６～７割が実現
実現率が高い分野：ライフサイエンス、保健・医療、都市・土木・建築など
実現率が低い分野：交通・運輸、エネルギー・資源など
○第１回調査（1971 年）（対象：616課題） ○第３回技術予測調査（1981 年）（対象：679課題）
○第２回調査（1976年）（対象：613課題）
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対象全課題
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食料資源
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森林資源
環境
情報
海洋開発
宇宙開発
ライフサイエンス
家庭生活
教育
余暇
鉱物資源
水資源
ソフトサイエンス
エネルギー
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対象全課題
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51
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ライフサイエンス
都市・土木・建築
保健・医療
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生活・教育
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材料・素子
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対象全課題
実現率（％）
非実現例: 石炭の低カロリーガ
ス化による複合発電所が実現
する。（実現予測時期 1993年）
非実現例: あらゆる精錬、選鉱工程において、ガ
ス、ダスト、煙、廃棄物を循環して利用するいわゆ
る完全利用技術が開発される。（実現予測時期
1994年）
非実現例：都市内の輸送機関として電気自動車が
普及する。（実現予測時期 1993年）
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１０－２．実現率と重要度及び実現予測時期の関係
○ 実現率と重要度
重要度指数により課題を３群に分類し、実現率を
見た。
　　上位群（重要度指数８０以上）
　　中位群（重要度指数５０～８０）
　　下位群（重要度指数５０未満）
・重要度指数が高い群の方が、実現率が高い傾
向がある。
○ 実現率と実現予測時期
実現予測時期により課題を分類し、実現率を見
た。
　第１回の予測期間：1971～2000
　第２回の予測期間：1976～2005
　第３回の予測期間：1981～2010
・実現予測時期が早いほど、実現率が高い傾向
がある。
１０－３．実現しなかった理由
• 実現しなかった理由としては、ほとんどの分野で技術的問題が最も多い。
• 実現率が低い分野（交通・運輸、エネルギー、資源）では、コスト問題も理由として挙げられている。
非実現の理由
非実現の理由（内訳）
非実現率 技術 社会 ニーズ コスト 代替 その他
交通・運輸 68% 33% 7% 10% 18% 0% 0%
エネルギー 63% 24% 9% 12% 16% 1% 0%
鉱物資源・水資源 53% 23% 4% 6% 19% 0% 0%
宇宙 32% 16% 4% 4% 6% 0% 1%
通信・情報・エレ 31% 19% 4% 3% 2% 4% 0%
ライフサイエンス 23% 17% 5% 0% 0% 0% 0%
都市・土木・建築 22% 8% 10% 3% 1% 0% 0%
保健・医療 21% 17% 2% 1% 0% 0% 0%
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１１．技術予測年表
実現年 分　野 課　　　　　題
2007 情報・通信 23 世界中どこからでも通話可能な携帯端末が普及する。
2008 情報・通信 12 手帳サイズの携帯端末を用いて世界中どこからでもマルチメディア通信ができるシステ
ムが普及する。
農林水産・食品 1 作物(稲を例として)の全DNAの塩基配列が決定され、有用遺伝子が単離される。
2009 情報・通信 18 一月2000円以下で大容量ネットワーク(150Mbps)を自由に利用できる環境が実現する。
ライフサイエンス 1 DNA塩基配列情報から新規のタンパク質機能を推測する手法が開発される。
ライフサイエンス 5 ゲノム高速解析技術が発達し、50種類以上の有用動植物の全長ゲノム構造が明らかに
なる。
2010 情報・通信 6 主電源として太陽電池や燃料電池を用いた携帯用コンピュータが実用化される。
情報・通信 19 悪質なハッカーの攻撃から個人や集団のプライバシーや機密が保護されるような信頼
度の高いネットワークシステムが普及する。
情報・通信 65 機密保護と認証を実現するセキュリティ技術により、印鑑（署名）なしで契約書等の各種
文書がネットワークを介してオンラインで作成できるサービスが普及する。
保健・医療 16 生活習慣病予防のための生活様式(栄養、休養、運動)の科学的指針が普及する。
経営・管理 22 電子商取引ネットワークの高度化や、ビジネスサイクルタイムの効率化により、見込み生
産ではなく受注生産が主流となり、企業の在庫リスクが激減する。
2011 エレクトロニクス 29 C言語のような高級言語で記述されたシステムレベルの要求仕様を与えると、数百Kゲ
ート以上の高性能なLSIを完全に自動で設計する技術が実用化される。
ライフサイエンス 27 バンコマイシン耐性菌をふくむ多剤耐性菌に対する有効な治療薬が実用化される。
農林水産・食品 62 遺伝子組換え農作物の安全性を食品・環境の両面で検討し、消費者にも理解してもら
える評価手法が開発される。
環境 22 ディーゼル車の微量粒子状物質の排出を現在の１割程度まで削減できる技術が実用
化される。（平成11年度の規制値は2.5ｔを超える重量車で0.25g/kWh（形式当たりの平
均値））
交通 29 大型貨物自動車の排ガスの有害成分を1/10に低下させるため、ディーゼル用排気触
媒、パティキュレートトラップ、リーンNOx触媒や高精度燃焼技術などの排気対策技術が
普及する。
2012 情報・通信 10 ディスプレイを含むパソコンの新製品において再利用の部品数が90％を超える。
エレクトロニクス 18 ソフトウェアでセンター周波数、バンド巾、変調方式、誤り訂正方式などの仕様変更可能
なカードサイズのソフトウェア無線機が実用化される。
ライフサイエンス 9 タンパク質の高次構造から生物活性とその機能ドメインを予測する技術が確立される。
ライフサイエンス 11 個人個人の遺伝子の構造、SNP（一塩基変異多型）等を含む全塩基配列が即座に安価
に決定できるようになり、診断やオーダーメード治療に普及する。
農林水産・食品 63 高齢者に特有の抗酸化機能、脳機能、咀嚼機能の低下を防ぎ、健康な高齢社会を食
から支える食品が開発される。
環境 29 リサイクル・リユースしやすいようなLCA (Life Cycle Assessment)的概念に基づく製品が
普及する。
都市・建築・土木 1 局地的な気象の予報に基づき、河川、道路等における災害による人的被害を大幅に減
少させる、警報・予報・避難・規制システムが日本で普及する。
都市・建築・土木 14 巨大地震発生時の構造物や地盤の挙動を正確にシミュレートする技術が日本で普及す
る。
2013 情報・通信 15 １本の光ファイバあたり1Peta bps以上の大容量伝送を可能とする光伝送システムが開
発される。
エレクトロニクス 25 世界中で使用できる100Mbps程度のマルチメディア無線携帯端末が普及する。
ライフサイエンス 65 ヒトの代表的生活習慣病であり、多因子による遺伝形式を示す糖尿病、高血圧、動脈硬
化の遺伝子群が同定され、分子病因論的分類がなされる。
保健・医療 9 動脈硬化の発症機構が解明される。
海洋・地球 63 二酸化炭素等温室効果気体放出の国際規制について、発展途上国における削減も含
めた全地球的な合意が形成される。
宇宙 8 VLBI(超長基線電波干渉法)、衛星レーザおよび逆レーザ測距と合成開口レーダーによ
る地殻変動の測定精度がセンチメートル以下となり、地震予知等に役立つようになる。
宇宙 29 ギガビット級のグローバル衛星通信システムが普及する。
材料・プロセス 3 がん等の患部に効率良く到達できる信号応答型ミサイルドラッグが普及する。
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実現年 分　野 課　　　　　題
製造 19 0.01ミクロンルールLSI製造のための分解能１ナノメートルの半導体微細加工・計測技術
が開発される。
2014 エレクトロニクス 36 10Gbpsの光加入者系システムが家庭に普及する。
保健・医療 4 がん化の機構が解明される。
保健・医療 5 がんの転移の機構が解明される。
保健・医療 6 アルツハイマー病の発症機構が解明される。
海洋・地球 27 東京湾、大阪湾等利用密度の大きい海域を対象とする湾全体の総合的利用・保全技
術が普及する。
資源・エネルギー 13 LCA的な観点に立った都市ゴミからの有価物の合理的な回収利用法が実用化される。
材料・プロセス 99 ゲノム解析に基づく、がんや難病の遺伝子診断・治療システムが実用化される。
経営・管理 26 産業クラスター（廃棄プロセスにおいて各産業が別の産業の廃棄物を利用していくとい
う仕組み）が確立され、利用可能な産業廃棄物はその流通ルートに乗せることが義務づ
けられる。
都市・建築・土木 2 大都市における大規模な地震、火災時のパニック防止のため、社会心理学、行動心理
学に基づく災害予報、情報伝達システムが実用化される。
交通 26 燃料電池(Fuel Cell)を搭載した、電気自動車が普及する。
2015 エレクトロニクス 6 10nmの最小寸法を持つLSIパターンを、量産加工できる技術が実用化される。
エレクトロニクス 7 1チップ当たり256Gビット以上の記憶容量を持つ超LSIが実用化される。
ライフサイエンス 31 微生物や植物によるバイオプラスチック等の生分解性プラスチックの生産が全世界プラ
スチック生産量の過半数を占める。
農林水産・食品 75 ダイオキシンなどの内分泌かく乱化学物質を分解する菌を、多孔質木炭などの担体に
固定化して河川の水質を浄化するプラントが開発される。
農林水産・食品 76 内分泌かく乱化学物質の毒性発現メカニズムならびに生殖機能、行動、脳機能、免疫
機能等に及ぼす影響が解明され、ヒトと家畜への安全限界が設定される。
資源・エネルギー 53 環境性の良い高効率可搬型電源（電気自動車電源等）として燃料電池が普及する。
製造 40 不用製品の回収・処理に関する製造者責任が法的に規定され、使用材料の９０％以上
がリサイクルされる設計・製造・回収・再利用システムが普及する。
流通 14 企業単位や企業グループ単位でなく、産業単位で使用済み製品や廃棄製品を安全か
つ効率よくリサイクルする制度・システムが、８割以上の産業に普及する。
経営・管理 25 新しい産業が情報通信産業に代わり、次世代の牽引的役割りを果たすようになる。
サービス 31 廃棄工業製品の処理技術が大幅に発達し、最終処分量を現状の10分の1まで減量する
ことを可能とする営利目的のサービス業が出現する。
2016 情報・通信 79 地震検知システムに連動し、非直下型地震の地震波到達までの時間を利用して人命の
安全確保を図るビルディング統合管理システムやホームセキュリティシステムが実用化さ
れる。
エレクトロニクス 10 不揮発性で書き換え可能な 100Gビット以上のランダム アクセス半導体メモリが実用化
される。
ライフサイエンス 14 花粉症やアトピーなどのアレルギーを引き起こす免疫制御機構や環境要因が明らかに
なり、即時型アレルギーを完全にコントロールできるようになる。
ライフサイエンス 37 ある種のがんの発生を予防する薬が普及する。
ライフサイエンス 72 がん化した細胞と正常細胞を生体内で識別でき、これを標的にした抗がん治療法が実
用化される。
海洋・地球 13 アジ、イワシ、サンマ、サバ等多獲性魚の魚種交替のメカニズムが解明される。
材料・プロセス 76 変換効率20％以上の大面積アモルファスシリコン太陽電池が実用化される。
2017 ライフサイエンス 13 移植の拒絶に関与する免疫機能分子がほとんど明らかにされ、副作用のない臓器移植
が実現する。
ライフサイエンス 16 分化した動物細胞から目的とする臓器を再生する技術が開発される。
ライフサイエンス 38 がんの転移を防ぐ有効な手段が実用化される。
ライフサイエンス 47 マイクロマシンやロボットを応用した低侵襲外科技術が外科手術の大半を占めるように
なる。（低侵襲外科：従来の開腹や開胸手術に代わり、腹壁や胸壁に直径１cm程度の
孔を複数個開け、内視鏡や小型手術器具を挿入してテレビ監視下に手術を行う方
法。）
ライフサイエンス 59 アルツハイマー病の進行が阻止できるようになる。
保健・医療 13 遺伝子診断に基づくがんの予防法が普及する。
農林水産・食品 73 森林およびその機能（生物多様性維持、環境浄化、景観や快適性の供与等）を保全し
つつ、森林を適正に利用するための技術体系と制度が実用化される。
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実現年 分　野 課　　　　　題
製造 39 製品の誕生から廃棄までの全ライフサイクルにおいて生態系への影響を考慮した低エ
ントロピー化エコファクトリーが普及する。
製造 42 「設計生産使用廃棄」の生産システムと「回収分解・選別再利用生産」の資
源循環システムが一体となった、ものづくり－ものこわし型製造システムが普及する。
2018 エレクトロニクス 22 性能10GOPS（Giga Operations Per Second）程度でかつ消費電力10ミリワット以下のプ
ロセッサLSIが開発される。
ライフサイエンス 24 幹細胞増殖に関与する要因が完全に把握され、試験管内で必要に応じて幹細胞を増
やし、治療に用いることが普及する。
ライフサイエンス 33 火力発電所などから排出される高濃度二酸化炭素を直ちに生物学的に固定化する技
術が実用化される。
ライフサイエンス 74 NOX等の環境汚染物質を除去可能な遺伝子組換え植物や微生物が実用化される。
ライフサイエンス 82 食糧増産や環境保全のために、光合成機能を飛躍的に向上させる技術が開発される。
農林水産・食品 74 霞ケ浦等の閉鎖水域の汚染に対して、生物や生態系の機能を利用して戦前のレベル
まで浄化する環境修復技術が普及する。
環境 38 ゼロエミッションを目的とした産業技術の再編成・複合化が進み、産業廃棄物の埋め立
て量が半減する。
製造 24 非化石エネルギー(風力、地熱、太陽光・熱、廃熱)の利用が製造部門のあらゆる方面に
普及する。
2019 情報・通信 50 ソフトウェア検証技術が進み、誤りのない大規模ソフトウェアの短期開発が可能となる。
エレクトロニクス 13 TOPS(Tera Operations  Per  Second)級のマイクロプロセッサが実用化される。
ライフサイエンス 17 分離した幹細胞から任意の臓器への分化が試験管内で可能となり臨床応用される。
海洋・地球 57 火山体内部のマグマの状態が経時的に観測できるようになる。
宇宙 20 打上げロケットによる宇宙輸送費用が現在の1/10以下に低減される。
材料・プロセス 75 変換効率が50％以上の積層太陽電池が実用化される。
2020 ライフサイエンス 23 細胞がん化におけるシグナル伝達を制御して、がん細胞を正しい分化の方向に誘導し
て正常化させる治療法が普及する。
保健・医療 38 全てのがんの5年生存率の平均が70％を超える。
材料・プロセス 88 単一電子メモリ素子が実用化される。
製造 46 太陽エネルギーと生体システムを利用し、有機物を分解して水素を大量生産する技術
が実用化される。
2021 資源・エネルギー 49 高レベル放射性廃棄物の固化体の処分技術が実用化される。
2022 資源・エネルギー 28 メタンハイドレートの採掘技術が実用化される。
材料・プロセス 62 常温以上に転移点をもつ超電導体が開発される。
2023 ライフサイエンス 34 神経回路網の形成メカニズムの全貌が分子レベルで解明される。
ライフサイエンス 35 学習・記憶とシナプス可塑性の関係が解明される。
2024 海洋・地球 55 被害の発生が予想されるマグニチュード7以上の地震の発生の有無を数日程度以前に
予測できる技術が開発される。
2025 ライフサイエンス 41 臓器移植や人工臓器による治療において組織工学により再生された組織や臓器が、半
数以上を占めるようになる。
2026 都市・建築・土木 4 地殻の歪みの分布や過去の地震履歴の分析等により、中期的(5～10年程度先)な大規
模地震(M8以上)の発生を予測する技術が日本で実用化される。
2027 環境 39 世界の二酸化炭素の大気中への排出量が1990年の20％減まで低下する。
2028 ライフサイエンス 36 脳による論理的な推論の機構が解明される。
2029 資源・エネルギー 61 超電導ケーブルを用いた電力ネットワークが実用化される。
2030 資源・エネルギー 48 長寿命核種の分離変換技術が実用化される。
2031- 資源・エネルギー 45 核燃料サイクルを含めたFBR(高速増殖炉)システムが実用化される。
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Ⅱ．各分野の重要課題
１．「情報・通信」分野の重要度指数上位１５課題
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19  悪質なハッカーの攻撃から個人や集団のプライバシーや機
密が保護されるような信頼度の高いネットワークシステムが普及
する。
189 18 33 49 93 81 12 72 7
18  一月2000円以下で大容量ネットワーク(150Mbps)を自由に利
用できる環境が実現する。 196 18 35 47 92 89 3 81 12
50  ソフトウェア検証技術が進み、誤りのない大規模ソフトウェア
の短期開発が可能となる。 152 20 30 49 89 89 7 15 19
79  地震検知システムに連動し、非直下型地震の地震波到達までの時
間を利用して人命の安全確保を図るビルディング統合管理システムや
ホームセキュリティシステムが実用化される。
110 5 17 77 88 53 35 74 2
65  機密保護と認証を実現するセキュリティ技術により、印鑑（署
名）なしで契約書等の各種文書がネットワークを介してオンライン
で作成できるサービスが普及する。
169 14 25 62 86 93 3 68 4
12  手帳サイズの携帯端末を用いて世界中どこからでもマルチメ
ディア通信ができるシステムが普及する。 206 21 40 39 85 80 8 79 11
10  ディスプレイを含むパソコンの新製品において再利用の部品
数が90％を超える。 155 4 20 76 84 28 89 12 1
15  １本の光ファイバあたり1Peta bps以上の大容量伝送を可能と
する光伝送システムが開発される。 132 17 28 55 82 97 11 30 8
91  関連企業間における情報管理(受注､設計､製造・運用・保
守）を統一的に取り扱うSCM（Supply Chain Management）システ
ムが普及する。
141 18 21 61 81 98 6 11 1
21  数十Gbpsのスループットを実現する超高速コンピュータ通信
プロトコルが開発される。 139 21 27 53 81 91 11 29 15
20  悪性ウイルスを自動検知し、これに対処するワクチンを自動
生成する技術が開発される。 163 13 25 61 81 71 10 66 6
17  屋外使用時の通信速度が30Mbpsの移動通信端末が普及す
る。 172 19 31 49 80 77 3 79 4
23  世界中どこからでも通話可能な携帯端末が普及する。 202 19 31 50 80 79 12 74 5
54  ネットワーク上におけるマルチメディアソフトの著作権、プライ
バシー保護等の情報通信倫理に関わる不法行為を自動的に監
視するセキュリティ技術が普及する。
161 14 25 61 79 85 10 47 16
89  オフィスの仕事の大部分が電子化・ネットワーク化され、企業
規模に関わらず大部分の企業において、ペーパーレスに加えて
業務効率向上が実現する。
190 15 27 58 79 91 23 27 5
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13 2 14 93 12 2 53 24 29 48 17 17 26 2 0 18 15 1
2 1 30 92 10 1 6 12 13 31 28 75 5 2 2 13 17 1
30 5 22 88 15 0 56 23 38 56 6 2 3 1 0 10 4 0
6 4 80 22 3 0 25 45 58 56 6 7 2 1 2 12 1 0
1 1 38 92 17 1 18 25 30 50 14 54 26 1 0 37 16 1
1 1 85 67 29 0 14 26 16 50 30 54 2 1 1 16 33 1
7 2 57 27 53 1 8 41 21 36 12 6 57 0 12 6 1 3
4 1 82 73 5 0 20 29 47 70 2 5 0 1 2 7 5 2
1 1 26 94 9 0 22 28 20 24 23 69 6 0 0 25 7 2
1 2 24 95 7 1 40 22 42 65 6 7 0 1 1 12 8 1
20 5 7 92 5 2 60 16 40 36 15 7 13 0 0 18 12 1
0 0 82 75 31 1 11 20 24 58 14 44 1 1 4 18 10 0
2 1 82 77 56 0 10 17 15 37 14 68 4 1 1 22 17 0
5 4 19 90 12 1 35 30 32 52 10 16 28 0 0 20 32 1
11 4 24 85 13 0 11 27 19 29 12 56 5 0 2 18 13 1
政府のとるべき有効な手段 懸念される点実　　現　　予　　測　　時　　期 第一線の国
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２．「エレクトロニクス」分野の重要度指数上位１５課題
課　　　　　　　　　　題 大 中 小
社
会
・
経
済
発
展
地
球
的
諸
問
題
の
解
決
生
活
者
ニー
ズ
へ
の
対
応
人
類
の
知
的
資
源
の
拡
大
 6  10nmの最小寸法を持つLSIパターンを、量産加工できる技術
が実用化される。 191 43 36 21 91 95 5 27 15
25  世界中で使用できる100Mbps程度のマルチメディア無線携
帯端末が普及する。 171 8 34 58 90 88 6 73 4
10  不揮発性で書き換え可能な 100Gビット以上のランダム アク
セス半導体メモリが実用化される。 180 39 34 27 88 93 2 33 7
22  性能10GOPS（Giga Operations Per Second）程度でかつ消
費電力10ミリワット以下のプロセッサLSIが開発される。 162 20 38 41 86 94 14 42 4
13  TOPS(Tera Operations  Per  Second)級のマイクロプロセッサ
が実用化される。 161 17 36 47 86 92 7 33 11
36  10Gbpsの光加入者系システムが家庭に普及する。 151 21 26 54 86 92 5 69 5
29  C言語のような高級言語で記述されたシステムレベルの要求
仕様を与えると、数百Kゲート以上の高性能なLSIを完全に自動
で設計する技術が実用化される。
136 16 24 60 85 94 1 11 4
 7  1チップ当たり256Gビット以上の記憶容量を持つ超LSIが実用
化される。 191 42 36 22 85 92 3 26 11
18  ソフトウェアでセンター周波数、バンド巾、変調方式、誤り訂
正方式などの仕様変更可能なカードサイズのソフトウェア無線機
が実用化される。
141 11 30 59 85 87 4 51 1
11  クロック周波数50GHz以上のLSIが実用化される。 193 28 45 27 84 92 3 31 9
37  100Gbpsの信号1000チャンネルを多重化して1本の光ファイ
バで伝送できる光多重通信装置が実用化される。 134 25 24 51 84 93 7 49 5
 1  単原子・単分子を操作する技術がデバイス作製や遺伝子操
作の技術として実用化される。 192 17 36 47 83 79 11 20 49
17  実時間で論理機能を変更する100Mゲート規模のLSIが実用
化される。 156 20 40 40 81 92 3 31 9
24  カードサイズの自動通訳システム（音声入・出力）が実用化さ
れる。 164 4 30 65 81 76 5 87 10
62  1平方インチ当たり1テラビットの記録が可能な磁気記憶ハー
ドディスクが開発される。 118 8 30 63 79 89 1 42 8
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2 0 85 86 8 9 30 60 49 71 4 2 1 1 5 4 1 2
1 1 81 82 49 0 26 36 42 65 16 21 2 1 2 12 10 2
2 1 88 74 4 5 32 52 53 74 4 2 1 1 4 3 0 1
3 5 53 93 4 2 51 44 51 71 8 1 1 0 4 4 1 2
0 7 20 94 3 0 50 52 55 66 9 1 0 0 2 4 1 2
3 2 76 77 17 0 15 29 40 60 23 42 3 0 2 5 6 2
0 2 21 96 8 1 65 47 43 57 15 1 0 0 1 1 2 1
2 1 86 74 6 24 26 53 48 75 3 2 1 1 5 2 1 2
0 4 57 77 21 0 38 43 40 65 17 15 1 0 1 9 3 1
3 4 42 93 7 1 45 49 52 70 7 1 0 0 4 6 0 2
3 4 83 78 10 0 25 37 54 78 4 15 1 0 2 3 2 3
1 1 52 94 13 0 55 47 60 59 5 3 2 0 12 16 48 1
1 6 44 84 4 1 48 49 49 67 10 2 0 0 2 4 1 1
0 3 84 57 13 0 27 48 38 66 15 1 0 0 2 6 7 2
2 5 74 78 2 0 30 43 47 68 4 0 0 0 3 2 2 3
政府のとるべき有効な手段 懸念される点実　　現　　予　　測　　時　　期 第一線の国
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３．「ライフサイエンス」分野の重要度指数上位１５課題
課　　　　　　　　　　題 大 中 小
社
会
・
経
済
発
展
地
球
的
諸
問
題
の
解
決
生
活
者
ニー
ズ
へ
の
対
応
人
類
の
知
的
資
源
の
拡
大
65  ヒトの代表的生活習慣病であり、多因子による遺伝形式を示
す糖尿病、高血圧、動脈硬化の遺伝子群が同定され、分子病因
論的分類がなされる。
128 20 34 46 93 43 2 95 27
 1  DNA塩基配列情報から新規のタンパク質機能を推測する手
法が開発される。 159 36 42 21 93 63 14 57 67
38  がんの転移を防ぐ有効な手段が実用化される。 141 15 35 50 93 39 2 95 14
37  ある種のがんの発生を予防する薬が普及する。 140 14 34 51 91 44 4 96 18
23  細胞がん化におけるシグナル伝達を制御して、がん細胞を
正しい分化の方向に誘導して正常化させる治療法が普及する。 140 19 41 39 91 37 2 90 34
82  食糧増産や環境保全のために、光合成機能を飛躍的に向
上させる技術が開発される。 79 13 25 62 90 57 87 15 14
11  個人個人の遺伝子の構造、SNP（一塩基変異多型）等を含
む全塩基配列が即座に安価に決定できるようになり、診断や
オーダーメード治療に普及する。
160 27 34 39 90 44 6 93 40
27  バンコマイシン耐性菌をふくむ多剤耐性菌に対する有効な
治療薬が実用化される。 115 13 36 51 90 34 13 95 11
24  幹細胞増殖に関与する要因が完全に把握され、試験管内で
必要に応じて幹細胞を増やし、治療に用いることが普及する。 142 23 36 41 89 32 4 89 41
17  分離した幹細胞から任意の臓器への分化が試験管内で可
能となり臨床応用される。 146 20 36 44 89 39 2 90 29
16  分化した動物細胞から目的とする臓器を再生する技術が開
発される。 145 20 34 46 88 43 5 89 32
14  花粉症やアトピーなどのアレルギーを引き起こす免疫制御機
構や環境要因が明らかになり、即時型アレルギーを完全にコント
ロールできるようになる。
145 24 31 45 88 27 6 97 24
31  微生物や植物によるバイオプラスチック等の生分解性プラス
チックの生産が全世界プラスチック生産量の過半数を占める。 102 8 32 60 88 60 93 25 10
 5  ゲノム高速解析技術が発達し、50種類以上の有用動植物の
全長ゲノム構造が明らかになる。 154 28 38 34 88 66 38 44 79
59  アルツハイマー病の進行が阻止できるようになる。 120 13 28 60 87 33 2 93 19
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1 1 55 94 38 0 57 47 63 80 13 9 2 1 1 20 36 1
0 2 23 98 22 0 76 42 63 64 8 2 1 0 2 14 31 3
1 2 48 91 28 0 46 55 43 72 17 9 1 0 1 22 14 0
1 3 44 90 24 0 42 61 44 71 17 9 0 0 3 26 13 0
5 6 43 91 26 0 60 33 57 74 5 8 2 0 2 17 24 0
1 10 37 85 23 0 56 37 47 78 9 6 1 0 33 6 5 1
1 1 31 98 22 0 43 65 57 66 28 9 15 1 1 37 73 0
3 6 63 78 23 0 35 53 46 73 5 6 3 0 20 19 5 2
0 3 36 93 22 0 56 44 57 75 12 19 7 0 2 17 49 0
3 1 27 94 22 0 58 47 62 71 9 18 12 0 3 23 67 0
1 5 30 96 23 0 61 44 69 70 10 19 10 0 3 26 64 1
2 2 56 85 22 0 45 51 45 72 8 4 1 0 3 11 16 1
3 7 69 72 27 0 26 71 29 66 36 9 12 0 26 9 5 1
0 1 42 98 37 0 37 50 62 76 12 5 2 0 14 15 35 1
1 3 43 92 32 0 50 36 53 80 8 5 0 0 0 11 28 0
政府のとるべき有効な手段 懸念される点実　　現　　予　　測　　時　　期 第一線の国
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４．「保健・医療」分野の重要度指数上位１５課題
課　　　　　　　　　　題 大 中 小
社
会
・
経
済
発
展
地
球
的
諸
問
題
の
解
決
生
活
者
ニー
ズ
へ
の
対
応
人
類
の
知
的
資
源
の
拡
大
 4  がん化の機構が解明される。 126 23 44 33 89 41 11 90 21
 5  がんの転移の機構が解明される。 124 20 42 38 87 38 8 93 17
 9  動脈硬化の発症機構が解明される。 115 15 30 55 84 43 7 89 15
 6  アルツハイマー病の発症機構が解明される。 110 16 20 64 82 42 9 90 19
13  遺伝子診断に基づくがんの予防法が普及する。 129 13 42 45 81 46 12 88 16
19  ほとんどすべてのがんの血液検査による早期診断法が普及
する。 128 14 39 47 79 42 9 84 15
16  生活習慣病予防のための生活様式(栄養、休養、運動)の科
学的指針が普及する。 133 20 36 44 78 54 11 87 8
38  全てのがんの5年生存率の平均が70％を超える。 126 13 29 58 78 39 13 95 7
89  個体の老化機構が解明される。 108 11 21 68 75 38 19 76 50
74  高齢者の終末期における緩和医療が普及する。 122 16 30 55 72 28 10 91 11
73  胚性幹細胞を用いた障害臓器の再生治療技術が普及する。 93 6 20 73 71 39 16 82 25
42  がんの転移を防ぐ有効な手段が実用化される。 112 11 29 61 71 28 8 92 13
46  アルツハイマー病を完治させる治療法が開発される。 87 15 22 63 70 46 15 91 14
81  世界規模のサーベイランス システムにより、現在未知の強力
な病原体の出現が早期に明らかにされ、世界的な流行が事前に
阻止される。
83 16 14 70 70 47 73 69 18
86  個人のすべての検査結果、病歴、投薬等の医療情報をカー
ド１枚に蓄積し、利用できるシステムが普及する。 129 12 22 67 69 53 6 85 9
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0 2 40 94 21 0 62 43 69 83 2 7 1 0 2 11 28 4
1 1 39 95 22 0 60 42 68 82 3 5 2 0 1 14 23 3
0 3 31 91 24 0 61 48 68 82 2 3 0 0 1 13 17 3
0 2 22 91 15 0 57 38 74 79 2 4 4 0 0 16 36 3
5 1 27 91 22 0 59 40 78 76 9 12 10 0 0 26 57 2
9 3 35 82 22 0 44 52 65 76 14 2 2 0 2 17 34 4
1 0 44 80 26 0 59 44 61 65 7 5 0 1 1 11 17 4
9 6 52 88 25 0 60 51 69 80 6 6 1 0 0 13 16 3
7 4 34 85 22 0 59 38 81 81 4 5 1 0 3 13 32 4
0 2 32 84 57 0 70 39 43 47 12 29 7 1 0 15 37 2
2 8 20 91 20 0 55 58 77 76 18 19 8 0 1 17 53 2
1 4 45 92 34 0 50 59 72 80 5 4 0 0 0 8 11 4
10 9 23 91 25 0 51 60 69 77 9 5 1 0 0 14 26 5
1 4 20 82 23 0 58 51 76 65 5 4 4 1 5 24 19 6
0 1 56 83 23 0 37 70 58 57 22 33 13 0 0 31 36 4
政府のとるべき有効な手段 懸念される点実　　現　　予　　測　　時　　期 第一線の国
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５．「農林水産・食品」分野の重要度指数上位１５課題
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の
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大
 1  作物(稲を例として)の全DNAの塩基配列が決定され、有用遺
伝子が単離される。 218 13 23 64 89 42 75 11 35
49  主要漁業資源の再生産過程が明らかになるとともに長期（１
０年～２０年）変動予測が可能となり、適正な資源管理技術が実
用化される。
93 24 14 62 88 61 71 18 9
76  内分泌かく乱化学物質の毒性発現メカニズムならびに生殖
機能、行動、脳機能、免疫機能等に及ぼす影響が解明され、ヒト
と家畜への安全限界が設定される。
157 4 19 76 87 18 80 69 13
62  遺伝子組換え農作物の安全性を食品・環境の両面で検討
し、消費者にも理解してもらえる評価手法が開発される。 200 13 23 64 87 54 48 75 7
79  食品安全行政が一元化されるとともに、広範に食品の安全を
議論し、その結果が行政に活かされる場が設置される。 194 7 21 72 86 30 11 93 2
75  ダイオキシンなどの内分泌かく乱化学物質を分解する菌を、
多孔質木炭などの担体に固定化して河川の水質を浄化するプラ
ントが開発される。
162 5 19 77 86 20 90 54 4
73  森林およびその機能（生物多様性維持、環境浄化、景観や
快適性の供与等）を保全しつつ、森林を適正に利用するための
技術体系と制度が実用化される。
142 7 15 77 86 37 92 26 8
63  高齢者に特有の抗酸化機能、脳機能、咀嚼機能の低下を防
ぎ、健康な高齢社会を食から支える食品が開発される。 129 12 24 64 84 40 3 95 7
74  霞ケ浦等の閉鎖水域の汚染に対して、生物や生態系の機能
を利用して戦前のレベルまで浄化する環境修復技術が普及す
る。
178 6 26 67 83 23 91 40 5
 8  生物学的な方法（天敵生物、フェロモン、アレロパシー等の
利用）を主とした作物保護の技術体系により、化学合成農薬の利
用が半減する。
217 16 20 65 82 22 84 39 5
16  生分解性の素材を利用した露地栽培用マルチフィルム、漁
具等の農林漁業資材や包装容器が普及する。 204 9 23 68 82 38 90 14 1
 9  局地的気象観測システムおよび、冷害、水害、干害、風害等
の被害を低減させる技術システムが普及する。 171 5 19 75 79 53 64 17 4
18  農業生産物および農業副産物を利用したバイオマスエネル
ギーの利用技術が普及する。 220 11 24 65 79 46 92 11 3
 7  土壌の微生物相の制御等の生物学的方法によって、作物の
連作障害回避技術が実用化される。 173 12 22 66 78 41 76 14 6
52  医薬品等有用物質の動物培養細胞による効率的生産技術
が開発される。 139 10 25 65 74 76 9 63 12
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0 0 78 68 5 0 41 49 49 69 7 3 2 1 29 51 10 2
9 4 78 49 25 1 47 38 63 73 0 1 2 0 31 1 2 4
0 3 32 83 50 1 50 39 67 78 4 1 8 0 5 5 4 3
2 3 38 81 61 0 47 58 47 62 4 10 13 1 22 40 13 1
2 10 25 54 49 1 35 50 14 8 2 41 34 1 2 11 4 2
1 2 69 49 31 0 33 57 63 76 14 0 6 1 14 2 2 1
1 4 42 37 51 1 51 39 68 60 4 5 9 0 8 2 1 2
0 4 70 60 22 0 27 64 46 71 19 2 2 1 1 26 4 2
4 6 72 31 34 0 38 54 71 73 6 3 13 0 13 2 2 2
2 4 39 67 63 1 45 58 50 65 9 11 8 0 61 9 1 1
1 1 66 34 23 0 12 71 25 53 20 6 10 1 27 5 1 3
2 4 57 58 14 0 32 50 53 60 5 2 1 0 25 4 2 2
1 5 45 50 48 3 23 70 47 63 20 5 6 1 18 2 2 1
1 3 49 53 23 0 52 33 56 61 3 1 2 0 54 8 1 2
0 1 45 81 43 0 35 60 53 71 14 8 2 0 4 37 7 0
政府のとるべき有効な手段 懸念される点実　　現　　予　　測　　時　　期 第一線の国
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６．「海洋・地球」分野の重要度指数上位１５課題
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55  被害の発生が予想されるマグニチュード7以上の地震の発生
の有無を数日程度以前に予測できる技術が開発される。 94 11 19 70 95 50 31 79 21
51  高レベル放射性廃棄物の地層処分の安全性に関する評価
法が確立する。 88 17 30 53 92 55 69 40 5
63  二酸化炭素等温室効果気体放出の国際規制について、発
展途上国における削減も含めた全地球的な合意が形成される。 144 4 24 72 89 26 93 22 9
13  アジ、イワシ、サンマ、サバ等多獲性魚の魚種交替のメカニ
ズムが解明される。 75 16 19 65 89 57 57 44 29
57  火山体内部のマグマの状態が経時的に観測できるようにな
る。 79 10 28 62 88 22 38 76 27
27  東京湾、大阪湾等利用密度の大きい海域を対象とする湾全
体の総合的利用・保全技術が普及する。 126 10 35 55 85 75 33 57 3
40  地震計、傾斜計、ひずみ計等の多種の観測機器を統合・集
積化したボアホール式観測装置が日本全国に配置され、地震予
知に利用されるようになる。
104 12 21 67 83 35 48 63 20
53  日本における特定地点の集中豪雨による土砂崩れ、土石流
の予知・予報技術が実用化される。 99 4 20 76 82 35 21 83 5
15  大規模数値モデルによる、水産資源を含めた全地球的海洋
変動予測技術が実用化される。 132 11 27 62 81 46 87 28 32
22  赤潮の発生防止技術が普及する。 107 7 27 66 81 43 64 47 4
14  日本近海の海流の変動を予知・予報する技術が実用化され
る。 136 15 24 62 81 41 81 42 17
60  メタンハイドレート利用技術が実用化される。 115 13 24 63 81 81 47 23 3
 1  人工衛星による潮汐・津波観測が行われ、湾岸地形等の
データも合わせて津波予報システムが実用化される。 158 15 32 53 79 17 34 78 2
38  長期気象予報(1～6ケ月先)の力学的手法が確立される。 94 10 22 68 78 53 68 60 18
61  地球環境保全、地球資源開発・保全等に貢献する国際的科
学技術者を育成する広義の地球科学技術教育機関が日本に設
立される。
140 9 25 66 78 38 85 15 47
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24 12 87 34 4 2 60 24 64 65 3 2 1 0 1 17 7 2
8 5 53 65 57 1 49 51 61 55 7 11 17 0 49 38 7 2
8 8 38 33 72 1 51 51 29 26 3 6 43 0 11 3 7 1
5 5 89 24 12 3 64 27 55 63 1 0 0 0 13 0 4 3
3 6 84 41 14 0 52 19 62 70 0 3 1 0 4 10 3 3
1 8 75 28 12 0 34 60 49 42 10 28 22 2 34 10 3 1
7 6 85 26 3 0 28 34 50 69 3 8 0 0 4 5 4 3
3 6 82 15 4 0 42 35 59 65 2 1 2 0 9 12 2 2
6 9 39 80 25 0 67 27 64 64 1 1 0 0 3 3 1 1
4 5 86 17 12 1 40 55 44 64 5 5 8 0 18 4 1 2
1 6 79 45 9 1 54 31 63 66 2 1 0 0 6 3 0 1
2 5 61 75 22 3 36 67 59 73 7 7 4 0 49 8 2 1
2 4 75 54 3 0 34 39 49 59 3 1 0 1 2 6 2 1
6 6 56 79 30 0 66 18 66 63 0 1 0 0 1 3 2 1
3 16 26 62 34 0 84 43 49 35 6 3 2 1 4 0 6 1
政府のとるべき有効な手段 懸念される点実　　現　　予　　測　　時　　期 第一線の国
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７．「宇宙」分野の重要度指数上位１５課題
課　　　　　　　　　　題 大 中 小
社
会
・
経
済
発
展
地
球
的
諸
問
題
の
解
決
生
活
者
ニー
ズ
へ
の
対
応
人
類
の
知
的
資
源
の
拡
大
20  打上げロケットによる宇宙輸送費用が現在の1/10以下に低
減される。 100 24 35 41 88 91 20 18 24
29  ギガビット級のグローバル衛星通信システムが普及する。 95 17 34 49 83 88 8 66 3
 8  VLBI(超長基線電波干渉法)、衛星レーザおよび逆レーザ測距と合成
開口レーダーによる地殻変動の測定精度がセンチメートル以下となり、
地震予知等に役立つようになる。
94 6 31 63 82 31 77 56 18
30  商業用高精度測位システムが実用化される。 100 13 30 57 78 93 12 60 3
31  巨大な太陽電池板をもつ宇宙空間太陽光発電所が建設さ
れ、電力がマイクロ波またはレーザで地上に伝送されるようにな
る。
106 11 40 49 73 86 59 27 5
13  数十メガビット/秒以上の高速インターネット用コンステレー
ション型グローバル衛星システムが実用化される。 97 16 26 58 72 92 2 63 1
 1  衛星等により２４時間リアルタイムで地球全体の環境をモニタし、それ
らのデータを軌道上で処理し、地球上のあらゆる地域で入手し、直接利
用できるシステムが開発される。
111 23 44 33 72 33 97 26 11
24  軌道上における人工衛星の補給、点検、部品交換等のサー
ビスシステムが普及する。 101 19 45 37 62 87 23 11 15
18  エアーブリージングエンジンを搭載した高速航空機から再使
用型ロケットエンジンを搭載した有翼宇宙機を発射する二段式ス
ペースプレーンがわが国で開発される。
91 24 29 47 61 88 10 11 12
 5  海上風速を1メートル／秒以下の精度で測定できる人工衛星
搭載用散乱計が実用化される。 86 6 35 59 61 26 77 34 15
27  自己故障診断機能および自己修復機能を有するフェールオ
ペレーショナル宇宙ロボットが開発される。 92 9 33 59 61 77 8 7 32
17  地球と宇宙ステーションの間を航空機のように運行し、使用
済み衛星を回収できる単段式スペースプレーンが開発される。 94 21 31 48 60 85 20 9 18
22  数ｍｍ以上の比較的大きなスペースデブリ（人工衛星やロケットの破
片、宇宙に放出された人工物等の軌道上のゴミ）の観測・監視が可能に
なり、宇宙ステーション等での有人宇宙滞在の安全性が確保される。
102 17 37 46 60 31 63 13 15
 6  10ナノメートル以下のスペクトラム分解能をもつ人工衛星搭
載用海色センサが実用化される。 74 5 38 57 58 31 84 28 24
 7  陸域における水、土壌水分、析出塩濃度、氷雪分布等を全
地球的に空間分解能1km以下で測定する人工衛星搭載用マイ
クロ波放射計が実用化される。
77 10 42 48 58 43 95 23 10
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4 4 9 92 36 12 43 53 58 77 14 10 1 2 9 1 1 0
2 4 63 97 28 0 26 59 51 76 16 9 0 1 3 3 1 1
0 4 69 81 19 3 40 22 57 82 2 0 0 1 0 2 0 2
5 6 17 98 31 6 21 50 52 69 31 12 0 1 4 4 0 1
12 6 48 90 11 0 34 53 65 73 10 7 4 2 47 31 0 4
4 1 35 91 28 0 23 61 38 64 25 9 0 0 7 2 3 1
3 1 35 96 35 2 42 39 54 74 6 3 2 2 4 12 4 5
4 2 31 94 10 6 35 30 61 74 8 0 1 1 2 1 0 0
5 9 26 86 4 0 52 42 69 80 7 3 0 1 9 5 1 1
1 6 35 88 22 0 38 21 50 74 0 0 0 1 0 0 1 1
0 5 63 89 10 0 61 33 58 77 5 0 0 0 1 1 1 0
2 1 14 93 3 2 44 34 65 77 4 2 0 1 9 7 2 0
7 3 27 93 19 2 37 25 59 70 1 0 4 1 3 2 0 1
1 8 49 89 15 0 38 16 57 77 1 1 0 1 1 1 1 1
0 5 60 86 23 1 39 23 60 81 3 0 0 1 0 3 0 1
政府のとるべき有効な手段 懸念される点実　　現　　予　　測　　時　　期 第一線の国
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８．「資源・エネルギー」分野の重要度指数上位１５課題
課　　　　　　　　　　題 大 中 小
社
会
・
経
済
発
展
地
球
的
諸
問
題
の
解
決
生
活
者
ニー
ズ
へ
の
対
応
人
類
の
知
的
資
源
の
拡
大
49  高レベル放射性廃棄物の固化体の処分技術が実用化され
る。 104 24 22 54 94 30 81 4 5
53  環境性の良い高効率可搬型電源（電気自動車電源等）とし
て燃料電池が普及する。 171 23 23 54 88 64 82 27 5
75  廃棄物選別回収システムが構築され、新たな経済尺度・基
準に基づき再生した原料や再生品を生産・流通・消費する循環
システムが普及する。
162 10 28 62 86 63 86 38 2
13  LCA的な観点に立った都市ゴミからの有価物の合理的な回
収利用法が実用化される。 163 10 31 59 83 56 84 23 3
28  メタンハイドレートの採掘技術が実用化される。 134 9 34 57 83 75 67 5 2
35  変換効率20％以上の大面積薄膜太陽電池が実用化され
る。 139 14 32 53 80 65 81 9 4
19  迅速な水害、土砂災害予測情報が提供できるような精度の
良い降雨予測技術が確立する。 89 12 15 73 80 26 31 80 4
26  下水道等の排水処理において、リン化合物や窒素化合物な
どの通常の汚濁物質に加え、内分泌かく乱物質等さらに広範囲
な汚濁物質を除去する技術が普及する。
140 11 21 69 79 14 65 76 2
24  河川、湖沼等の環境改善に資するとともに水利用を促進す
るための水質浄化技術が広範囲に実用化される。 151 17 22 62 77 24 60 81 2
66  ガソリン自動車なみの走行性能を有する電気自動車が普及
する。 154 14 21 64 77 58 84 43 1
58  自動車用高エネルギー密度（２００Ｗｈ／kg：鉛電池の５倍程
度）の二次電池（Ｎｉ／ＭＨ電池、Ｌｉ電池等）が普及する。 122 17 24 59 75 65 74 27 5
14  気候変動による異常降水(豪雨、小雨)現象の生起について
の知見が得られ、降雨特性の変化に対し水資源確保のための
対策が広くとられるようになる。
121 9 13 78 75 36 64 51 10
27  発がん性および内分泌かく乱性等を持つ微量水質汚染物
質に関する精度の良い環境影響予測技術が開発される。 125 6 22 72 73 14 58 81 7
71  家庭用固体高分子型燃料電池のコジェネレーション利用が
普及する。 137 26 26 49 73 55 72 53 3
74  現在の平均的な住宅に比べて冷暖房エネルギー消費が半
分以下の省エネルギー住宅が普及する。 152 8 22 70 72 36 78 61 1
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7 6 67 55 69 0 31 37 55 59 5 13 14 1 40 38 1 1
0 2 65 78 46 5 18 53 35 70 30 22 11 1 18 13 1 2
1 4 40 9 75 0 20 49 34 49 40 24 42 1 18 9 2 1
2 2 61 10 66 1 17 44 39 61 20 13 29 1 17 9 1 3
1 6 35 63 10 1 22 42 63 69 13 4 3 0 66 7 1 0
2 5 88 50 21 1 17 47 44 69 9 4 3 1 19 2 2 1
3 0 80 36 10 0 36 37 56 62 0 1 0 1 17 2 1 1
2 4 54 38 26 0 34 46 41 66 5 1 25 0 24 13 1 2
0 3 80 18 36 0 22 45 37 60 12 9 24 1 26 8 1 1
4 6 84 60 46 1 12 47 40 62 20 16 14 1 14 6 2 2
2 2 87 40 20 0 13 46 42 75 16 11 7 0 20 11 0 1
5 3 53 50 18 0 37 25 73 47 1 0 3 1 25 5 0 2
2 6 38 66 28 0 44 31 58 62 7 2 18 0 14 11 2 2
5 2 67 70 26 7 15 48 37 65 34 44 10 1 9 16 1 2
1 9 67 11 38 0 6 39 31 43 29 22 22 3 14 3 2 1
政府のとるべき有効な手段 懸念される点実　　現　　予　　測　　時　　期 第一線の国
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９．「環境」分野の重要度指数上位１５課題
課　　　　　　　　　　題 大 中 小
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的
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の
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活
者
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人
類
の
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大
21  窒素酸化物0．1～0．2g/kmの排出規制が可能な技術がほとんどの
車種に普及する。(重量ディーゼル車での現状は4～5g/km程度、ガソリ
ン乗用車の昭和53年規制値は0．25g/km)
155 5 25 70 90 51 68 68 3
22  ディーゼル車の微量粒子状物質の排出を現在の１割程度まで削減
できる技術が実用化される。（平成11年度の規制値は2.5ｔを超える重量
車で0.25g/kWh（形式当たりの平均値））
151 5 23 73 90 44 62 67 2
38  ゼロエミッションを目的とした産業技術の再編成・複合化が進
み、産業廃棄物の埋め立て量が半減する。 192 13 31 56 89 68 78 49 5
40  地球環境保全のため、日本に環境税が導入される。 209 10 33 56 84 44 88 19 1
39  世界の二酸化炭素の大気中への排出量が1990年の20％減
まで低下する。 198 19 25 56 84 23 93 15 4
29  リサイクル・リユースしやすいようなLCA (Life Cycle
Assessment)的概念に基づく製品が普及する。 210 17 30 53 82 51 80 51 8
34  都市内の交通輸送機関として大気汚染、騒音公害を起こさ
ない低公害自動車（例えば電気自動車）が全世界で２０％以上
普及する。
185 9 30 61 81 46 85 61 1
30  内分泌かく乱化学物質（いわゆる環境ホルモン）の低濃度・
長期ばく露による人体への健康障害が解明される。 152 7 22 72 77 14 64 72 17
37  ダイオキシン等のいわゆるPOPS（難分解性環境汚染物質）
を土壌、底質等から除去する技術が普及する。 163 9 25 66 75 31 65 69 3
31  難分解性化学物質の環境における運命等の知見が集積さ
れ、新規化学物質の運命を予知・予測する方法が確立される。 126 9 22 69 73 25 74 52 19
13  海洋汚染物質による海洋生態系への影響が地球規模で明
らかになる。 138 5 23 72 73 15 95 11 16
23  バイオテクノロジーを活用した排水処理システムによる難分
解性物質や有害物質の高効率の処理が普及する。 174 14 26 60 71 44 70 59 6
27  短期間使用容器・包装について、微生物に完全に分解され
る生分解性プラスチックが普及する。 183 11 24 64 71 36 74 61 4
 9  京都議定書で規制対象に追加されたSF6、HFC、PFCの3ガ
スの代替物質または代替プロセスが普及する。
172 6 26 69 69 42 89 10 3
36  環境汚染物質とアレルギー性疾患との関係が明らかになり、
患者が半減する。 113 4 13 82 68 13 21 93 10
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0 1 88 33 37 0 12 61 33 54 16 3 54 1 15 11 2 3
0 1 87 32 36 0 13 59 32 52 15 2 51 1 15 9 1 3
2 4 58 17 63 0 24 61 33 51 22 16 59 1 16 7 5 3
0 6 16 11 83 0 7 26 6 6 4 7 79 1 6 6 13 6
21 9 48 17 71 0 23 56 34 44 10 6 63 2 13 4 7 3
0 3 52 25 72 0 21 57 30 36 19 11 53 0 13 7 4 3
1 3 81 54 63 0 10 49 30 54 17 14 53 2 16 8 4 2
4 7 35 80 49 0 48 34 66 70 2 1 13 0 11 14 7 3
3 7 49 56 33 0 27 58 53 66 13 3 29 0 27 12 1 2
6 12 21 72 29 0 51 32 60 65 2 1 16 1 17 22 6 1
5 7 30 71 18 0 46 25 67 65 3 1 5 1 17 7 2 4
2 3 69 56 29 1 32 56 50 65 10 3 16 1 30 11 3 2
3 5 66 48 33 1 17 58 38 56 16 7 39 1 33 11 5 2
1 2 65 62 33 0 15 55 50 63 7 2 20 0 34 12 1 2
11 6 35 67 27 1 43 36 57 62 4 2 12 0 9 19 6 2
政府のとるべき有効な手段 懸念される点実　　現　　予　　測　　時　　期 第一線の国
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１０．「材料・プロセス」分野の重要度指数上位１５課題
課　　　　　　　　　　題 大 中 小
社
会
・
経
済
発
展
地
球
的
諸
問
題
の
解
決
生
活
者
ニー
ズ
へ
の
対
応
人
類
の
知
的
資
源
の
拡
大
99  ゲノム解析に基づく、がんや難病の遺伝子診断・治療システ
ムが実用化される。 101 8 25 67 90 63 11 78 23
76  変換効率20％以上の大面積アモルファスシリコン太陽電池
が実用化される。 114 11 25 65 89 71 83 18 2
75  変換効率が50％以上の積層太陽電池が実用化される。 110 10 30 60 89 68 88 15 7
62  常温以上に転移点をもつ超電導体が開発される。 115 15 26 59 87 81 52 12 37
52  地球環境保護に必要な二酸化炭素固定化技術が実用化さ
れる。 163 13 25 62 85 33 94 4 7
53  太陽光で水を分解する水素生産プロセスが実用化される。 151 17 29 54 85 53 92 7 12
86  ナノメ－トルスケールの3次元集積加工技術が開発される。 107 14 30 56 85 89 11 11 21
85  1チップ当たり1テラビットのメモリが実用化される。 80 8 30 63 84 85 6 33 10
35  汎用プラスチックのリサイクルシステムが普及し、総生産量の
30％以上がリサイクル品となる。 162 12 30 58 84 35 93 13 3
33  従来の石油化学プロセスに代わり、再生可能な資源を用い
た高分子合成プロセスが普及する。 153 15 22 63 83 48 90 4 8
 3  がん等の患部に効率良く到達できる信号応答型ミサイルド
ラッグが普及する。 137 11 31 58 82 15 4 95 6
51  メタンから直接水素を製造する低温触媒プロセスが実用化さ
れる。 123 18 34 48 80 68 80 7 7
88  単一電子メモリ素子が実用化される。 87 11 32 56 79 84 3 13 22
89  分子・原子1個のスイッチング機能を利用した素子が開発さ
れる。 112 20 29 51 79 84 4 9 46
19  ５００Wh/lの容量をもつポリマー二次電池が実用化される。
（現在のNi－水素二次電池の容量２５０Ｗｈ/l） 142 13 32 55 78 83 35 26 7
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0 1 27 93 19 0 55 47 59 63 17 9 6 0 2 23 46 0
4 5 84 51 10 0 18 54 40 70 18 4 4 2 9 6 0 1
15 8 74 63 15 0 20 50 45 68 15 6 5 1 12 5 0 1
17 22 72 70 21 0 50 33 51 58 1 0 0 0 3 11 0 1
7 8 64 53 27 0 35 40 55 66 6 1 7 0 19 4 0 2
6 5 76 58 22 0 32 43 52 71 8 3 1 0 17 4 1 1
1 2 76 82 16 0 43 55 53 76 3 2 0 0 7 8 0 1
0 0 78 76 5 8 29 58 45 73 10 1 0 0 8 8 0 0
2 3 50 23 64 0 14 56 36 42 22 7 34 0 18 12 1 2
3 7 44 62 26 0 25 58 45 53 10 5 12 1 19 8 0 2
0 5 47 78 17 0 32 53 41 55 10 11 1 0 1 39 12 1
3 3 70 72 22 0 29 52 38 68 8 5 3 0 22 5 0 2
3 3 68 83 16 0 44 40 52 74 6 0 0 0 8 6 0 1
9 5 46 79 21 1 60 38 62 70 2 0 0 0 9 5 0 2
2 4 82 49 8 0 24 61 34 68 11 2 2 0 20 10 0 1
政府のとるべき有効な手段 懸念される点実　　現　　予　　測　　時　　期 第一線の国
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１１．「製造」分野の重要度指数上位１５課題
課　　　　　　　　　　題 大 中 小
社
会
・
経
済
発
展
地
球
的
諸
問
題
の
解
決
生
活
者
ニー
ズ
へ
の
対
応
人
類
の
知
的
資
源
の
拡
大
40  不用製品の回収・処理に関する製造者責任が法的に規定さ
れ、使用材料の９０％以上がリサイクルされる設計・製造・回収・
再利用システムが普及する。
142 11 26 63 90 39 92 11 1
39  製品の誕生から廃棄までの全ライフサイクルにおいて生態系
への影響を考慮した低エントロピー化エコファクトリーが普及す
る。
121 9 27 64 87 49 89 9 2
42  「設計→生産→使用→廃棄」の生産システムと「回収→分解・選別→
再利用→生産」の資源循環システムが一体となった、ものづくり－ものこ
わし型製造システムが普及する。
147 13 29 58 87 37 91 9 1
41  二酸化炭素の回収技術の開発等が進展し、ゼロエミッション
ファクトリーが普及する。 110 8 15 77 86 30 92 6 1
19  0.01ミクロンルールLSI製造のための分解能１ナノメートルの
半導体微細加工・計測技術が開発される。 93 16 24 60 84 96 6 13 8
24  非化石エネルギー(風力、地熱、太陽光・熱、廃熱)の利用が
製造部門のあらゆる方面に普及する。 120 8 16 77 83 44 89 9 1
 2  分子・原子レベルでの物質製造制御技術により、材料をカス
タマイズできるプロセスが実用化される。 99 8 26 66 81 83 20 12 17
14  オプトエレクトロニクス、マイクロエレクトロニクス、マイクロマシ
ン等が複合化された、超小型のウェアラブル機器を実現する数
μｍレベルの実装技術が実用化される。
117 14 29 57 80 79 3 62 3
25  コジェネレーションシステム（燃料電池、マイクロガスタービ
ン）が製造業に普及する。 117 9 19 72 80 62 81 7 3
28  電力の大規模な貯蔵(超電導、フライホイール、コンデンサ)
により、製造プロセスにおけるエネルギー使用を最適化する技術
が実用化される。
101 13 19 68 79 52 88 4 3
46  太陽エネルギーと生体システムを利用し、有機物を分解して
水素を大量生産する技術が実用化される。 71 7 13 80 79 52 86 8 6
50  理工系分野におけるインターンシップの拡充、産学の人材の流動
化、研究・教育への企業の協力拡大など大学と企業の関係が密接化し、
製造技術のイノベーションにおいて日本の大学がより大きな役割を果た
すようになる。
148 26 26 48 78 80 5 11 41
10  製造に関わる情報・知識を表わす世界共通言語（ソフトウェアを含
む）が確立し、人間－機械－情報系におけるコミュニケーションが言語や
文化の違いを越え、意図も含めて正確に伝わるインタフェース技術が開
発される。
130 18 27 55 78 82 17 15 36
15  ３次元のデジタルモデルでイメージプロトタイプを作製し、製
造現場にデジタルデータを送信する省試作工程・現地（遠隔地）
製造システムが普及する。
137 25 37 38 76 90 8 11 5
21  デジタル化の進展と産業用ロボットの高度化が、製造業に従
事する労働者の雇用機会や雇用形態に大きな変革をもたらす。 145 21 39 40 75 91 3 30 8
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1 2 45 5 82 0 24 62 60 44 11 17 61 0 6 6 2 2
3 1 47 17 70 0 33 67 55 55 9 17 36 0 6 6 3 2
1 3 56 8 76 0 20 59 50 50 10 12 52 0 4 9 3 2
4 2 49 13 68 0 21 64 52 67 5 9 40 0 5 6 0 2
2 5 76 55 5 1 24 58 59 65 8 0 0 0 3 4 1 1
5 2 32 37 70 1 13 50 50 63 15 25 22 0 16 3 0 2
1 2 47 77 9 0 39 44 59 68 5 0 0 0 21 8 2 1
1 3 77 60 16 0 27 59 49 64 13 2 2 0 5 6 8 1
1 1 72 62 29 0 14 58 24 53 21 41 11 0 13 9 0 2
0 2 64 42 28 0 29 52 54 63 8 19 4 0 4 13 0 2
6 10 35 56 38 0 32 45 65 73 10 7 7 0 11 4 0 1
7 6 9 86 34 0 39 84 20 16 14 43 7 1 0 5 10 3
8 3 13 73 13 1 52 58 42 42 6 5 0 2 0 6 20 2
0 0 60 80 13 0 16 61 31 59 17 4 0 1 1 11 3 2
1 2 88 42 6 1 19 54 28 32 17 19 8 2 0 20 48 1
政府のとるべき有効な手段 懸念される点実　　現　　予　　測　　時　　期 第一線の国
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１２．「流通」分野の重要度指数上位１５課題
課　　　　　　　　　　題 大 中 小
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・
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済
発
展
地
球
的
諸
問
題
の
解
決
生
活
者
ニー
ズ
へ
の
対
応
人
類
の
知
的
資
源
の
拡
大
14  企業単位や企業グループ単位でなく、産業単位で使用済み
製品や廃棄製品を安全かつ効率よくリサイクルする制度・システ
ムが、８割以上の産業に普及する。
98 10 27 63 86 39 92 14 4
 9  食品分野でパッケージを含めて流通過程における廃棄率ゼ
ロもしくは１００％循環型の商品開発が８割以上の企業に普及す
る。
102 16 41 43 84 27 84 18 4
39  様々な消費・購買行動において地球環境悪化を防止すること（リサイ
クル・包装紙の削減など）が必須のこととして消費者に理解され、買い物
袋や包装紙の８割以上が有料化される。
100 14 32 54 68 38 83 24 2
 3  主要なデパート、スーパーマーケット・チェーン、コンビニチェーンに
おいて、買い物弱者（高齢者、子供連れ、車椅子の利用者など）にも対
応できる小売店舗が８割を超える。
106 32 29 39 66 36 3 96 2
33  国際的に統一されたＥＤＩ（電子データ交換）フォーマットが８
割以上の企業に普及する。 93 19 43 38 63 89 11 17 6
40  ほとんどすべての商品の成分構成やスペック等についての
判断を消費者が的確に行えるような情報公開・教育などが行政
機関、第３セクター等により実施される。
95 9 26 64 63 24 33 80 7
22  国際的に規格化されたパレット、コンテナが８割以上の企業
に普及する。 90 17 42 41 57 72 59 8 2
10  気象条件、国際情勢の変化、景気変動、消費者の嗜好の変化、流
行の傾向などの環境の変化を予測し、これに企業戦略を付加して商品
の開発を行うシステムが５割以上の企業に普及する。
99 23 41 35 54 58 23 61 5
23  交通情報、道路状況、気象状況など、配送に影響を及ぼす各種
データと、配送対象店舗の位置および条件とを総合的に判断し、最短距
離・時間で各店舗への配送が完了するシステムが８割以上の企業に普
及する。
99 13 41 45 53 79 48 34 2
30  メーカー、卸売業者、小売業者などの企業間取引のＥＣ化
（インターネット上の仮想市場、マーケットプレイス等でのネット調
達）が取扱高の８割を超える。
105 23 45 32 52 85 6 28 4
 5  別々の企業に注文された多様な商品を一括して届ける宅配
システムの利用が全配送品の５割を超える。 110 23 44 34 52 47 19 73 1
36  電子商取引における企業ごとの取引システムの安全性を評
価して、消費者に告知するサービスが、電子商取引を行う消費
者の８割に利用されるようになる。
78 8 28 64 52 46 1 85 3
21  製品識別、品質コントロール、流通過程における製品追跡等
のためのインテリジェントタグが８割以上の企業に普及する。 84 17 38 45 51 74 12 49 2
27  メーカー、卸すべての取引条件が瞬時に把握でき、取引き
の判断材料として利用可能な総合商取引データベースが８割以
上の流通業に普及する。
107 14 49 37 51 91 5 19 4
11  競合状況、自社戦略、地価、地域性その他の商圏情報、ロジスティッ
クスなどを総合的に判断し、出店やその後の運営をサポートするシステ
ムが８割以上の流通業に普及する。
108 32 30 38 49 75 8 49 2
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4 3 7 15 74 0 17 57 60 27 13 13 52 0 1 9 7 6
8 6 3 13 77 1 9 57 26 27 12 13 66 0 8 8 4 7
7 3 8 19 74 0 12 50 23 7 4 10 62 2 4 5 16 4
3 1 4 40 78 0 18 15 8 8 10 22 60 0 1 14 8 5
8 2 14 89 20 0 23 58 33 15 5 19 19 2 1 17 16 4
7 9 5 58 53 0 18 56 23 11 5 15 62 1 2 2 24 4
2 10 11 70 34 0 9 57 18 11 4 20 36 3 6 8 3 6
8 2 15 77 8 0 34 52 38 20 14 7 1 0 5 5 16 8
2 4 47 68 6 0 17 53 44 22 7 13 2 2 6 12 6 4
14 5 15 90 11 0 22 49 50 21 12 31 10 2 3 29 17 4
16 0 28 46 3 0 8 21 8 5 22 73 6 2 7 36 5 5
0 6 9 82 10 1 19 51 27 15 13 32 35 1 0 31 19 4
4 6 27 80 10 0 10 51 46 17 4 10 11 4 1 20 5 4
12 7 18 76 7 0 20 37 40 21 5 20 7 3 2 21 12 4
8 1 29 80 8 0 43 44 25 10 14 30 1 2 5 8 26 6
政府のとるべき有効な手段 懸念される点実　　現　　予　　測　　時　　期 第一線の国
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１３．「経営・管理」分野の重要度指数上位１５課題
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球
的
諸
問
題
の
解
決
生
活
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ズ
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応
人
類
の
知
的
資
源
の
拡
大
25  新しい産業が情報通信産業に代わり、次世代の牽引的役割
りを果たすようになる。 106 18 30 52 86 92 25 29 14
26  産業クラスター（廃棄プロセスにおいて各産業が別の産業の廃棄物
を利用していくという仕組み）が確立され、利用可能な産業廃棄物はそ
の流通ルートに乗せることが義務づけられる。
103 13 24 63 85 43 89 11 3
11  情報技術の進歩により、ネットワーク上の犯罪が現在の半分
程度まで減少する。 111 14 23 63 83 82 11 41 12
 5  「エコデザイン」および「グリーン調達」の導入など、環境に配
慮したモノ作りが経営のスタンダードになる。 120 22 38 41 80 36 93 21 3
13  企業の財務データのより一層の情報公開が義務づけられ
る。 115 23 28 50 74 95 3 10 3
 6  中途採用が盛んになり人材の流動化が現在の米国並にな
る。 123 27 37 36 74 88 1 24 15
22  電子商取引ネットワークの高度化や、ビジネスサイクルタイム
の効率化により、見込み生産ではなく受注生産が主流となり、企
業の在庫リスクが激減する。
118 36 31 33 74 95 21 20 2
37  知識社会への移行に伴い、知識集約型産業の生み出す総
付加価値が全産業の付加価値の過半を占めるようになる。 107 20 28 52 72 81 2 7 46
19  ほとんどすべての企業間取引が電子決済で行われるように
なる。 122 20 42 39 72 91 4 16 2
12  グローバルな人材管理を行うために、精度のよい自動翻訳シ
ステムが実用化される。 106 12 30 58 72 82 17 28 48
10  業務の効率化のため、オフィス内のほとんどすべての情報が
デジタル化されるようになる。 125 26 39 35 70 90 6 5 22
38  企業における技術経営（MOT）の重要性が高まり、日本にお
けるほとんどの大学院などにおいて技術経営の専門教育が実施
されるようになる。
108 27 22 51 67 85 2 3 34
31  英語が我が国におけるほとんどの国際企業の標準語となる。 113 18 29 53 67 82 19 8 25
24  我が国の労働人口に占める外国人労働者の割合が１０％を
超える。 104 8 25 67 66 80 23 13 7
 2  企業経営の根幹である知識創造を支援する情報技術が開発
される。 123 32 41 27 64 84 2 7 46
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5 8 8 75 19 0 49 55 60 43 25 25 4 1 5 17 23 0
2 4 15 11 82 0 13 58 24 17 9 18 75 0 9 17 7 1
42 3 8 89 3 1 32 38 34 40 5 4 62 1 0 31 32 0
1 1 24 15 92 1 17 44 28 25 3 9 68 0 5 4 6 3
1 2 5 96 15 0 17 15 3 2 3 18 77 1 2 7 17 3
6 2 2 97 10 2 54 16 1 1 20 62 6 1 0 14 52 2
10 7 32 77 5 0 16 35 11 12 14 34 5 3 3 19 14 0
7 15 3 79 10 0 69 36 24 19 28 12 4 0 0 4 28 2
2 2 7 96 11 0 12 22 11 9 4 84 38 2 0 49 18 2
2 2 64 25 8 0 27 37 49 75 1 0 3 0 0 6 36 1
3 2 14 92 5 1 40 14 18 16 3 52 6 4 2 24 24 1
4 7 5 86 6 0 81 55 19 16 5 4 2 0 0 3 20 3
18 2 2 68 45 7 85 12 2 3 2 11 2 2 0 3 60 3
9 4 1 79 56 1 16 7 1 0 0 78 49 2 0 41 61 0
3 5 14 94 7 0 62 53 32 27 5 7 0 2 2 3 37 2
政府のとるべき有効な手段 懸念される点実　　現　　予　　測　　時　　期 第一線の国
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１４．「都市・建築・土木」分野の重要度指数上位１５課題
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26  高レベル放射性廃棄物の処分技術が実用化される。 71 10 15 75 91 49 86 31 4
 4  地殻の歪みの分布や過去の地震履歴の分析等により、中期
的(5～10年程度先)な大規模地震(M8以上)の発生を予測する技
術が日本で実用化される。
155 5 30 65 88 50 11 81 5
 3  地震検知の全国ネットワークが構築され、50km程度以上離
れた地震に関して地震到達前に情報が伝達される防災システム
が日本で普及する。
167 10 27 63 87 48 5 81 3
14  巨大地震発生時の構造物や地盤の挙動を正確にシミュレー
トする技術が日本で普及する。 166 27 31 42 84 70 6 77 8
 1  局地的な気象の予報に基づき、河川、道路等における災害
による人的被害を大幅に減少させる、警報・予報・避難・規制シ
ステムが日本で普及する。
183 10 25 66 84 43 8 86 2
 2  大都市における大規模な地震、火災時のパニック防止のた
め、社会心理学、行動心理学に基づく災害予報、情報伝達シス
テムが実用化される。
176 7 27 66 82 33 6 91 1
15  商用原子力発電所の廃止措置に対応できる、安全でかつ合
理的な解体撤去技術が日本で実用化される。 94 6 26 68 80 56 74 46 1
16  非破壊検査により、既存構造物の基礎構造の健全性を調査
し、合理的な耐震補強をする技術が日本で普及する。 163 24 37 39 75 73 3 77 1
24  開発が生態系に与える影響のメカニズムが明らかになり、自
然との共存(生態系の保全や生物生息空間の創造等)を目的とし
た開発技術が日本で普及する。
138 9 21 70 74 23 87 44 6
 7  自然災害発生時に都市基盤施設・ネットワークの被害状況を
リアルタイムでモニタリングする技術が日本で開発される。 185 10 32 57 73 44 1 85 2
20  CO2、NOx、フロン等を、主発生源である都市部において吸
収・固定化するアクティブ環境浄化施設が日本で普及する。
96 3 19 78 73 22 85 47 4
21  バイオテクノロジーを活用して、難分解性物質や有害物質を
高効率に処理できる、コンパクトな排水処理システムが日本で普
及する。
89 3 7 90 72 24 84 64 3
27  コミュニティ単位での未利用エネルギーの活用や廃棄物そ
の他のリサイクルが日本で普及する。 147 9 15 76 72 40 81 56 3
 9  上下水道、電気、ガス等のライフラインの防災性を向上する
ための遠隔監視、制御システムが日本で普及する。 153 5 23 72 72 46 1 86 0
71  地域づくりや社会資本の整備・管理に対する国民の参加が
進み、その過程で国民が自らの役割を果たすことにより充足感を
覚えるようなシステムが日本で普及する。
154 26 29 45 71 56 6 87 7
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4 1 24 66 73 0 21 63 61 68 3 7 20 1 44 23 7 1
23 7 91 24 2 0 33 35 65 58 2 2 1 5 2 19 4 3
7 5 92 25 1 0 18 50 53 65 2 4 4 2 1 20 1 2
2 1 94 43 1 0 30 46 49 83 2 3 2 0 2 10 2 2
1 4 67 38 2 0 26 63 33 58 4 7 10 2 5 15 4 4
2 5 28 70 3 0 35 57 48 45 1 8 4 1 1 16 6 1
3 3 31 69 56 0 22 62 35 72 3 13 9 1 29 27 1 1
1 1 87 30 8 0 23 55 31 75 13 8 7 1 2 7 1 2
7 5 22 31 62 1 35 41 62 68 4 4 18 1 22 1 1 1
0 1 51 65 4 0 15 71 43 70 4 5 3 0 2 12 4 1
6 9 36 27 43 0 22 59 42 72 19 5 17 2 19 1 4 3
0 2 43 53 30 0 27 54 53 69 26 17 9 0 24 3 0 2
2 3 24 12 80 0 22 56 32 50 35 28 29 3 17 5 3 1
0 1 67 45 1 0 6 63 35 56 9 14 5 0 0 14 1 2
5 8 6 65 65 1 69 40 18 11 5 57 16 5 0 3 9 0
政府のとるべき有効な手段 懸念される点実　　現　　予　　測　　時　　期 第一線の国
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１５．「交通」分野の重要度指数上位１５課題
課　　　　　　　　　　題 大 中 小
社
会
・
経
済
発
展
地
球
的
諸
問
題
の
解
決
生
活
者
ニー
ズ
へ
の
対
応
人
類
の
知
的
資
源
の
拡
大
29  大型貨物自動車の排ガスの有害成分を1/10に低下させるため、
ディーゼル用排気触媒、パティキュレートトラップ、リーンNOx触媒や高
精度燃焼技術などの排気対策技術が普及する。
122 9 18 73 88 20 90 47 1
26  燃料電池(Fuel Cell)を搭載した、電気自動車が普及する。 158 6 22 73 83 34 91 22 3
30  自動車のリサイクル技術が進んで、廃車のごみ問題が解決
する。 132 3 18 79 82 34 91 22 1
23  ITS技術を応用した衝突防止システムにより、交通事故死者
数が半減する。 150 11 22 67 79 32 2 93 0
 7  プレート境界地震の初期微動を適切な箇所で検知し、（予測
される地震動に対応する）破壊危険箇所を避けて列車を安全に
停止させるシステムが開発される。
133 9 28 63 75 32 7 77 3
11  省エネや環境改善のため、方向別交通量等を把握して最適
な交通流を実現する都市内道路交通管理システムが普及する。 163 9 23 69 73 72 48 62 0
57  高齢者や障害者が気軽かつ安全に日常生活圏を自由に移
動できる公共交通機関と環境が整備される。 173 12 19 69 71 21 2 94 1
44  FRP船の、機械的粉砕、焼却、薬物等による、安全で簡易な
廃棄処理技術が実用化される。 98 10 21 68 71 21 91 8 3
27  エンジン、トランスミッション、消音装置、タイヤおよび路面の
改良等によって、大型貨物自動車の騒音が現在の普通乗用車
なみに改善される。
119 7 18 76 67 16 38 79 2
 9  レール、車輪への新材料の利用や構造物、車両構造の技術改善に
より、新幹線において、時速350kmで騒音の環境基準（住宅地で70デシ
ベル以下）を満たした連続走行が可能となる。
158 17 26 57 66 63 12 73 1
49  コンピュータ技術の進歩により、航空管制が大幅に自動化さ
れ、現在の半分程度にまで省力化されたシステムが実用化され
る。
84 10 18 73 65 81 7 26 5
55  公共交通や道路交通に関するリアルタイムの情報の利用に
より、パークアンドライド方式をはじめとして､異種交通機関の乗り
換え利用が促進される。
172 16 22 62 65 31 34 86 1
 4  労働力不足への対応および安全性向上のため、ロボット技術
等の利用により、車両、構造物、線路、電車路等の検査・保守の
効率化・自動化が普及する。
176 20 30 51 64 80 6 24 3
32  外海で60年程度の使用に耐える3000メートル級の滑走路を
持つ浮体式海上空港が実用化される。 131 24 27 49 63 88 34 27 2
31  透水性道路舗装が普及し、地下水の涵養、ヒートアイランド
の抑制等都市環境が改善される。 121 6 21 74 63 16 80 50 1
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0 2 79 16 35 0 7 47 24 64 10 3 44 0 4 4 0 4
0 1 69 62 41 3 10 49 39 73 18 11 17 1 6 6 1 6
6 1 33 11 71 0 5 48 26 48 27 7 48 0 8 6 2 2
7 3 63 54 21 0 3 53 31 63 8 11 14 0 1 25 4 1
12 7 82 2 1 1 14 38 40 69 2 2 1 0 0 17 2 4
0 3 63 35 32 1 9 63 31 52 9 19 10 1 3 17 2 4
2 5 22 19 70 1 9 50 27 60 17 20 14 2 0 17 2 2
1 3 62 14 22 0 13 45 33 68 16 6 24 0 24 8 1 1
8 3 59 17 28 0 5 48 24 67 9 6 29 0 3 11 0 3
5 4 88 1 30 0 14 37 39 77 3 6 2 0 24 18 0 3
1 5 20 90 29 0 25 46 37 76 1 8 5 1 0 39 0 0
1 3 37 32 63 1 6 53 22 53 14 26 21 1 2 12 2 2
1 3 85 4 22 0 17 46 18 65 10 23 2 1 1 34 8 3
5 5 89 8 2 0 7 53 34 65 8 22 3 2 44 13 1 2
1 1 71 10 12 0 2 41 23 59 10 2 23 2 7 2 1 4
政府のとるべき有効な手段 懸念される点実　　現　　予　　測　　時　　期 第一線の国
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１６．「サービス」分野の重要度指数上位１５課題
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大
31  廃棄工業製品の処理技術が大幅に発達し、最終処分量を
現状の10分の1まで減量することを可能とする営利目的のサービ
ス業が出現する。
54 2 19 80 94 72 85 13 4
24  製造分解技術などの進歩によりゼロエミッション化が急速に
進む。 56 7 20 73 81 50 80 14 4
 4  車いすや歩行器等の高性能化、公共交通機関のバリアフ
リー化、バリアフリーの街づくり等により、障害者の社会生活が格
段に拡大する。
99 14 28 58 80 34 2 93 6
18  登校拒否、学級崩壊、学習障害等のメカニズムが明らかにな
り、対処方法が普及する。 86 6 14 80 74 33 1 74 24
40  マルチメディアコンテンツの制作と流通を促進するため、マ
ルチメディア情報の著作権に関するグローバルなルールが確立
する。
70 7 23 70 73 84 9 19 34
45  女性の社会活動を支援するために、妊娠・出産時点から保
育園等の育児援助サービスを確実に受けられるシステムが確立
する。
89 6 26 69 72 56 1 88 8
13  インテリジェントエージェントによってリアルタイム追跡が可能になり、
ネットワーク上のマネーロンダリング、詐欺などの不法行為に対して即座
に対応し、摘発できるようになる。
61 13 26 61 70 85 11 38 2
 5  末期医療において、人間が安楽に心の安らぎのなかで終末
を迎えられる環境、施設、技術等が普及する。 91 8 21 71 68 10 2 95 10
19  中高年者が職業や個人の状況に合わせたカリキュラムで専
門知識や技術資格向上を図ることのできる職能開発システムが
普及する。
86 8 19 73 66 66 2 67 20
23  届出、手続きなどに関してネットワークによる役所の窓口サー
ビスが普及する。 94 6 17 77 65 34 0 88 0
27  企業秘密情報も含めたセキュアな情報保管サービスが普及
し、官庁・地方自治体及び上場企業の大半が利用するようにな
る。
66 9 36 55 64 82 3 14 5
39  防災、防犯、介護支援機能を有する家庭用セキュリティシス
テムが相互に接続されて地域社会システムとして普及する。 87 5 24 71 63 47 2 94 0
29  三次元CAD、デジタルモックアップ等の技術を駆使して開発
期間を3分の1に短縮することが可能な、設計支援サービスが普
及する。
62 18 35 47 63 87 0 3 10
33  ITS(高度道路交通システム)の普及により、安全に自動車旅
行ができるようになる。 75 7 33 60 63 75 19 77 1
32  企業活動のネット上での情報公開方法の標準化がすすみ、
企業の社会的貢献、環境への配慮等財務面以外についても定
量的に評価されるようになる。
70 10 21 69 63 81 33 19 3
回
　
答
　
者
　
数
専門度(%) 期待される効果
重
要
度
指
数
58
実
現
し
な
い
わ
か
ら
な
い
日
本
ア
メ
リ
カ
Ｅ
Ｕ
そ
の
他
人
材
育
成
・
確
保
産
学
官
・
分
野
間
連
携
研
究
開
発
基
盤
整
備
研
究
開
発
資
金
拡
充
起
業
環
境
等
整
備
規
制
の
緩
和
・
廃
止
規
制
の
強
化
・
新
設
そ
の
他
自
然
環
境
面
安
全
・
安
心
面
倫
理
・
文
化
・
社
会
面
そ
の
他
2 4 31 2 54 0 11 52 63 54 35 11 48 0 24 7 2 4
0 2 23 11 70 2 20 55 54 48 9 14 48 0 4 13 2 7
2 1 5 48 71 2 28 62 28 39 13 28 28 5 3 27 3 3
16 10 13 29 16 0 79 21 37 19 1 12 3 3 1 10 22 2
3 7 10 87 19 1 19 53 11 9 3 33 74 0 0 3 37 3
1 8 7 19 60 2 55 34 11 7 15 46 24 2 0 16 27 2
5 2 5 92 7 2 23 54 36 31 5 21 39 2 0 49 23 2
2 3 2 59 48 0 68 30 44 26 4 24 9 3 1 8 55 1
1 0 12 56 26 1 71 41 23 20 14 16 3 0 0 7 15 0
0 0 14 68 13 2 15 27 19 5 0 77 16 2 0 40 10 4
9 2 3 77 8 0 21 30 36 15 8 53 29 3 0 55 9 0
0 2 30 69 6 0 16 54 46 34 21 31 8 0 0 33 20 2
3 0 47 89 3 2 40 32 34 60 26 3 0 0 5 11 3 6
4 1 67 52 12 1 19 60 53 52 8 37 15 0 12 36 4 1
3 4 3 71 24 0 24 50 14 6 7 23 46 0 1 6 24 3
政府のとるべき有効な手段 懸念される点実　　現　　予　　測　　時　　期 第一線の国
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＜参考資料１＞　　　アンケート調査の概要
《回答に当たっての留意事項》
• 今後３０年間、世界的な規模での戦争あるいは経済社会を覆す規模の天変地異は起こらないものとす
る。
• 課題の実現場所については、特に断りのない限り、世界の中での実現、即ち、実現が最も早いと考えら
れる国または地域を想定する。
《予測課題における用語の定義》
• 課題の技術的な段階を次の「解明」、「開発」、「実用化」及び「普及」の４つのキーワードにより明示するこ
とを原則とする。
解明される ： 原理、現象が科学的、論理的に明らかにされること。
開発される ： 技術面で一定の目標が達成されること。（例：試作第１号が完成すること。）
実用化される ： 経済的にめどがついて実際に用いられること。
（例：実際に実用規模のものの第１号が完成すること。）
普及する ： 実用化されたものが広く一般に使用されること。
《設問》
＜課題ごとの設問＞
○専門度
課題に対する回答者の専門度を「大」、「中」、「小」、「なし」の中から１つ選択
（なしの場合は、以降の設問には回答しない）
○我が国にとっての重要度
「大」、「中」、「小」、「なし」の中から１つ選択
○期待される効果
次の４項目の中から、あてはまるものを選択（複数選択可）
①社会・経済発展への寄与（革新的製品の開発、新産業・雇用の創出、経済フロンティアの拡大、社
会経済基盤の整備など）
②地球的規模の諸問題の解決（地域的あるいは地球規模の環境問題の解決、自然環境・生態系の
保全、環境破壊・汚染防止、エネルギー安定供給、食糧・天然資源の供給など）
③生活者ニーズへの対応（疾病の予防・克服、生活環境の向上、高齢者・身障者の支援、防災・安全
性の確保など）
④人類の知的資源の拡大（新しい法則・原理の発見、独創的な理論の構築、芸術・文化の発展など）
○実現予測時期
「２００１～２００５年」、「２００６～２０１０年」、「２０１１～２０１５年」、「２０１６～２０２０年」、「２０２１～２０２５
年」、「２０２６～２０３０年」、「２０３１年～」、「実現しない」、「わからない」の中から、１つ選択
○現在第一線にある国等
「日本」、「アメリカ」、「ＥＵ」、「その他の国」、「わからない」の中から、あてはまるものを選択（「わからな
い」以外は複数選択可）
○我が国において政府がとるべき有効な手段
次の８項目の中から、あてはまるものを選択（複数選択可）
①人材の育成と確保（研究者･技術者及び研究支援者の養成･確保）
②産学官･分野間の連携強化（人材の流動化、産学官の人的交流や人文科学を含む分野間の協力
促進、共同プロジェクトの推進など）
③研究開発基盤の整備（大型共同利用施設･設備の整備、データベースの整備、標準物質や遺伝子
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資源の提供など）
④研究開発資金の拡充（政府が負担する研究開発資金の拡充(民間企業等への研究開発助成も含
む)）
⑤起業環境等の整備（ベンチャーや新規ビジネスを支援するための資金面･税制面の措置など）
⑥関連する規制の緩和･廃止
⑦関連する規制の強化･新設（知的財産権の保護強化、環境税の導入による電気自動車の普及促進
など）
⑧その他
○我が国において懸念される問題点
次の４項目の中から、あてはまるものを選択（複数選択可）
①自然環境へのマイナスの影響（地域或いは地球的規模の環境汚染、生態系の破壊など）
②安全・安心へのマイナスの影響（セキュリティ、防災、健康、プライバシーへの悪影響など　（例えば
自然災害発生、犯罪増加、個人情報の漏洩･不正利用））
③倫理・文化・社会へのマイナスの影響（生命倫理、人間の心理、人間関係、伝統文化、教育、地域･
コミュニティ等への悪影響など）
④その他のマイナスの影響（具体的に回答欄に記入）
○課題別コメント（自由記述）
＜共通設問＞
○全分野共通の設問「我が国の重点科学技術分野について」
○分野固有の設問「３０年後の社会（世界）の予測」
　　　設定した分野：「農林水産・食品」、「資源・エネルギー」、「環境」、「都市・建築・土木」、「交通」
＜総合コメント＞
○「２１世紀中に実現する、あるいは実現して欲しい画期的な新技術や、これに伴う生活や社会の変化」に
ついて（第１回アンケート）1
○「我が国の科学技術政策」について（第２回アンケート）
《実現予測時期の見方》
Ｑ１ ： 実現時期の回答を時期の早い順に並べて、全体の１／４番目に当たる実現時期
M ： 同様に１／２番目の実現時期
Ｑ３ ： 同様に３／４番目の実現時期
                                             
1 調査資料７５「２１世紀の科学技術の展望とそのあり方」（２０００年１２月）として公表
　　　実現予測時期（年）
： 第１回アンケート調査の実現時期回
答の分布
2006 2011 2016 2021 2026 2031
▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼
： 第２回アンケート調査の実現時期回
答の分布
Q1 Q３
第１回アンケート調査の専門度「大」
の回答者の実現時期回答の分布
第２回アンケート調査の専門度「大」
の回答者の実現時期回答の分布M
：
：
    
    
    
    
    
    
    
   
   
   
   
   
   
   
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
   
   
   
    
    
    
61
＜参考資料２＞　　　情報系技術の回答に関する追加調査について
２０１０年以降における情報系技術の重要度低下の要因を調べるため、情報系専門家の全員３８５人、他の
５グループからサンプリングした専門家４２０人、計８０５人を対象に追加調査を実施した(2001 年 5 月)。２０１０
年以降の重点分野として情報系技術を選択したもの、選択しなかったもの双方にその理由を次ページの選択
肢から３つ以内で、順位を付け回答を求めている。得られた回答数は５７１、回収率は約７１％である。
結　果
①　２０１０年以降に情報系技術が重点分野であると考える理由
• 情報系技術が創造活動なども対象とする広範な技術領域に展開し、技術的発展が続くと考える｢対象領
域・概念拡大説｣が最も多い。次いで、技術的な発展飛躍の余地がまだ十分にあるとする｢技術発展･飛
躍説｣と２０１０年以降においても経済成長や社会発展の主力技術にあると考える｢経済･社会発展牽引
主力説｣が、主な理由である。
②　２０１０年以降に情報系技術が重点分野でないと考える理由
• 情報系技術の概念が変化し、共通基盤技術の性格が強まり他分野技術との融合が進展すると考える
｢技術領域融合基盤化説｣が最も多い。次いで情報系技術が成熟期に入るため研究開発の優先度が低
下するとする「技術成熟説」と、情報系技術は進展が早いのでニーズ及び技術を巡る状況が見通しにく
いため他の分野を選択したとする｢展望不分明説｣が多い。
③　考 察
• ①と②を比較すると、①では情報系技術を周辺領域を含む広い概念でとらえ、その結果として技術的な
発展性が十分にあると考えている。一方、②では、情報系技術を半導体やコンピュータなど比較的狭い
概念でとらえているため、技術が近い将来成熟化し、また、他分野と融合して新たに発展する領域は新
しい分野と考えるべきとしている。このように、専門家の評価が分かれたのは、主に情報系技術の分野の
概念の違いによっている。
• 将来の情報系技術については、その分野概念について専門家の間にもコンセンサスができていない。
情報系技術を全科学技術の基盤と位置づけ、他分野との融合等による新領域の発展を展望し、新たな
分野概念を構築することが政策的に重要な中期的課題である。
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追加調査の設問
「２０１０年以降の重点分野に情報系技術を選択した理由」の選択肢
(1)　　情報系技術分野全体として技術的な発展・飛躍の余地がまだまだ十分にあり、１０年後　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　においても技術の進展は着実に進む状況にあるので、日本が重点分野として研究開発
　　　　を推進すべき状況にあると考えるため。 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 《技術発展・飛躍説》
(2)　　現在の半導体技術やコンピュータ技術などを中心とする情報系技術の基盤的部分は
　　　　向こう１０年程度で成熟化するだろうが、応用面の発展はまだまだ続くと考えられるの
　　　　で、１０年後においても重点分野であると考えるため。 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・《応用技術発展説》
(3)　　現在の半導体技術やコンピュータ技術などは成熟期にはいるが、次世代の情報系技術
　　　　を支える新技術が育ちつつあり、これらが１０年後には発展期を迎えると考えるため。 ・・・・《次世代技術発展説》
(4)　　情報系技術は、経済的なインパクトが大きく、インフラストラクチャーとして重要である。
　　　　１０年後においても経済成長や社会発展の主力技術としての位置に揺るぎはなく、日本
　　　　として研究開発の推進をするべき状況にあると考えるため。 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 《経済・社会発展牽引主力説》
(5)　　情報系技術は、データ処理、制御、通信などの重要性が益々高まるだけでなく、人間の
　　　　感性や創造活動なども対象とするより広範な技術領域として展開していくと考えられ、
　　　　この意味で１０年後においても発展は続き、重点分野であると考えるため。 ・・・・・・・・・・・・・《対象領域・概念拡大説》
(6)　　情報系技術は、日本が世界に対して優位性を持ちうる分野であり、戦略的に研究開発
　　　　を進めるべきであると考えるため。 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・《優位分野・戦略的推進説》
(7)    そ の 他　（具体的理由を記述） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・《そ の 他》
「２０１０年以降の重点分野に情報系技術を選択しなかった理由」の選択肢
(1)　　情報系技術全体としては、研究開発の状況や技術進展の早さからみて１０年後には技
　　　　術的な成熟期に入っており、日本の研究開発全体の中でのウエイトが下がっていると
　　　　考えるため。 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・《技術成熟説》
(2)　　情報系技術は、ニーズサイドがその発展を支えている面が強いが、社会的ニーズはま
　　　　もなく飽和するので、技術の発展にもブレーキがかかると考えられるため。 ・・・・・・・・・・・・・《社会ニーズ飽和説》
(3)　　現在の半導体技術やコンピュータ技術などが成熟期に入りつつあるのに対して、次世代
　　　　（後継）技術がまだ育っていない。１０年後においてもまだ基礎研究の段階にとどまって　
　　　　おり、重点推進をするような状況には至っていないと考えるため。 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・《次世代技術未熟説》
(4)　　情報通信産業の成長は著しいが、情報系技術が社会の効率化をもたらすかどうか明確
　　　　になっていない。現在は、マスコミ等、社会全般での過大評価になっており、これが沈静
　　　　化すると考えるので、１０年後は重点分野ではなくなるため。 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 《過大評価沈静化説》
(5)　　情報系技術は、現在は一つの領域として重要性を持っているが、１０年後には技術の概
　　　　念が変わり、独立分野としての意味が薄れて共通基盤技術の性格が強くなり、他分野
　　　　の技術と融合するようになるので、独立した重点分野という位置付けではなくなるため。 ・・・・《技術領域融合基盤化説》
(6)　　情報系技術については、欧米等に対する日本の相対的な競争力は低下しており、これ
　　　　を挽回することは困難であると考えるため。 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 《国際競争力低下説》
(7)　　情報系技術は、進展が早い故に１０年後のニーズ及び技術を巡る状況がどうなってい
　　　　るか見通し難い面が多い。　設問では、３つまでの選択であったため、社会的必要性な
　　　　ど、より見通しのはっきりしている他の分野を選択したため。 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 《展望不分明説》
(8)  　そ の 他  （具体的理由を記述） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・《そ の 他》
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＜参考資料３＞　　　ニーズ項目一覧
ニーズ系分科会で作成したニーズ項目を以下に示す。
〔身体と心〕
1. 医療の充実
2. 低下あるいは失った心身機能を回復・代替させ、障害が障害でなくなること
3. 子どもの健全な心身発達
4. 親子関係の安定
5. 問題行動、犯罪等に関わる科学的原因究明と治療法の確立
［日常生活］　家庭、生活圏
6. 健康に生活するための支援（食事、運動、アレルギー対策等）
7. 家庭生活での安全・安心の確保と緊急時対応システム
8. 自然災害発生後の避難時及び復旧時における生活の質の確保
9. 食品の安心を確保すること
10.高齢者や障害者が自立して安全かつ快適に居住できる住宅や居住施設
11.高齢者や障害者の日常生活動作（屋内移動、食事、着替え、入浴、排泄等）を補助する機器、動物、
サービスによる自立した生活の実現
12.介護者の負担軽減に資する機器やサービスの開発
13.家事（掃除、洗濯、炊事、買い物等）を代行する機器やサービス
14.日常使用する製品の使いやすさ、誤使用防止、安全性の確保
15.高齢者や障害者が気軽かつ安全に日常生活圏を自由に移動できる手段と環境整備
［社会環境］　経済、産業、労働
16.高度情報化技術（IT）による経営・生産プロセスの抜本的改編
17.ソフトウェア産業の基盤になる技術の開発
18.経済的価値と相反する社会的価値にも即した技術や製品の開発
19.国レベルの経済発展ばかりでなく、個人レベルの生活の充実にも直結する技術体系の構築
20.環境技術を経済活性化・技術革新の源泉として発展させること
21.第三次産業の雇用規模を維持するために、BITABILITY の低い（ネットに載りにくい）商品やサービスを
開発すること
22.多様な勤務形態、雇用形態の支援
23.高齢者や障害者の就労の支援
24.若年労働者数の減少への対応
25.技術・ノウハウの継承
26.非営利活動や学術研究・文化活動など、非産業的・創造的な労働機会の創出
［社会環境］　政治、行政、国際
27.国民の政策決定プロセスへの直接参画を支援すること
28.国による基礎研究の強化
29.地域の特性を生かした技術開発の推進
30.多極分散型国土形成の支援
31.国レベルでの安全・安心
32.発展途上国の社会経済発展に役立つ技術開発（国際貢献のための技術）
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［社会環境］　教育、文化、余暇
33.教育の多様化を支援すること
34.保育の支援
35.文化の多様性の維持
36.多様な遊びや余暇の提供
37.情報格差の解消（すべての人が情報に容易にアクセスできる）
38.同世代及び世代間の交流と社会参加（ボランティア活動等）
39.国際交流の支援
［社会環境］　社会基盤
40.基礎研究と応用研究の分業を結ぶソーシャル・ネットワークの構築
41.知識や労働の専門化による弊害を克服するための情報共有の支援
42.インターネットを含む各種通信手段の統合を図るための技術の開発
43.情報システムの安全性の確保
44.医療、福祉、保育などヒューマン・サービス・システムの向上
45.おいしい飲み水の安定的な供給
46.エネルギー利用の安心を確保すること
47.各種構造物の劣化に対する安全性の確保
48.交通事故の原因究明とこれを踏まえた安全対策
49.安全なまちづくり
50.人為災害、自然災害発生時の被害の最小化
［社会環境］　社会の安全性
51.危機管理の強化
52.人的なミスによる事故の防止
53.犯罪の防止
54.新技術の影響の予測・評価（テクノロジー・アセスメント）
55.技術に関する理解の増進とコンセンサスの形成
［自然環境］　循環型社会、環境保全、災害
56.循環型社会の構築（LCAシステムの確立）
57.自然・地球・人間が本来持っているバランスを回復し維持する技術体系の構築
58.地球規模の環境保全
59.地域的な環境の改善
60.災害の原因となる自然現象の予測
  
＜参考資料４＞   アンケート調査の回収状況及び回答者の内訳（人数） 
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１．情報・通信 96 347 294 85% 293 227 77% 223 2 2 22 100 85 19 1 121 88 11 5 2 195 32
２．エレクトロニクス 69 318 273 86%273 216 79% 214 2 27 101 77 10 1 156 48 5 5 1 1 203 12 1
３．ライフサイエンス 88 287227 79% 227 174 77% 163 11 16 62 68 28 37 107 17 12 1 153 21
４．保健・医療 94 272 210 77% 210 156 74% 152 4 1 5 54 67 29 6 127 16 5 2 93 63
５．農林水産・食品 79 386 369 96% 369 317 86% 296 21 2 24 77 158 49 7 43 97 142 21 14 272 45
６．海洋・地球 65 256 230 90% 230 198 86% 193 4 1 1 17 55 92 27 5 1 37 89 46 18 7 1 167 30 1
７．宇宙 40 160 143 89% 143 120 84% 118 2 3 30 63 23 1 10 36 20 50 4 106 14
８．資源・エネルギー 78 321 263 82%263 226 86% 219 5 2 3 19 61 115 24 4 65 79 24 50 8 191 34 1
９．環境 40 361 294 81% 294 249 85% 241 8 3 17 81 119 26 3 61 92 34 57 5 211 37 1
10．材料・プロセス 103 331 28787% 285239 84% 235 4 2 11 61 113 47 5 65 135 26 8 4 1 220 19
11．製造 52 212 198 93% 198 167 84% 164 1 2 1 7 38 86 31 4 92 58 4 6 7 125 42
12．流通 40 171 144 84% 144 113 78% 107 4 2 18 34 51 7 3 29 76 1 2 5 79 34
13．経営・管理 38 212 170 80%170 127 75% 121 3 3 16 23 47 29 11 1 71 40 1 3 11 1 50 76 1
14．都市・建築・土木 73 329 274 83% 273 221 81% 214 6 1 43 76 82 16 4 43 117 47 12 2 187 34
15．交通 60 290 272 94% 272 232 85% 226 2 4 3 17 60 106 41 3 2 84 65 41 36 3 3 130 100 2
16．サービス 50 195 165 85% 165 124 75% 112 12 3 12 38 44 19 8 38 52 5 21 8 69 55
合計 106544483813 86%38093106 82%2998 91 17 19 274 951 1373 425 59 5 9581306 440 311 84 7 2451 648 7
前回（第６回調査）計 10724868422087%4196358685%3515 71 0 21 28112971457 482 43 5 13031341 532 347 57 6 2929 650 8
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＜参考資料５＞　　　国内外の技術予測の状況
○ 日本は、１９７１年より約５年ごとに継続的に調査を実施。
○ １９９０年代に入り、ヨーロッパを中心に技術予測に着手。最近は途上国、国際機関も取り組みを開始。
○ 手法は、デルファイ法とその他に大別でき、デルファイ法については、日本の調査がデファクト・スタンダー
ド。
○ 近年各国とも技術予測を研究開発の重点化に応用するべく、手法の開発などを実施。
○ 日独の比較研究から、技術実現の見通しはよく一致することを確認。
1970
1980
1990
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999
2000
2001
日本 日本の手法を
導入
その他の手法
日本第１回調査
日本第２回調査
日本第３回調査
日本第４回調査
日本第５回調査
日独比較
日独ミニデルファイ
日本第６回調査
日本第７回調査
1990　東西ドイツ統合
1991　ソビエト連邦解体
ドイツ'93調査
日独比較
フランス
韓国（第1回）
日独ミニデルファイ　　英国（第1回）
　 　　　　　　　　　　　　 オーストラリア
　 　　　　　 　　　 　　　 スペイン
ニュージーランド
ドイツ‘98調査 　　オーストリア
南アフリカ
　　 　　　　　　　　　 ハンガリー　　　APEC技術
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予測センター
韓国（第2回）　 中国 ＥＵ
　　　英国（第2回）
　　　　 　
国際機関
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＜参考資料６＞　　　技術予測委員会及び分科会委員名簿
１． 技術予測委員会（カッコ内は担当分野）
委員長 牧 野 　昇 （株）三菱総合研究所特別顧問
副委員長 軽部　征夫 東京大学国際・産学共同研究センター長（ライフサイエンス）
委　員 相磯　秀夫 東京工科大学学長（情報･通信）
委　員 石 原 　宏 東京工業大学フロンティア創造共同研究センター教授（エレクトロニクス）
委　員 平井　俊策 東京都立神経病院長（保健･医療）
委　員 西尾　敏彦 財団法人日本特産農産物協会理事長（農林水産･食品）
委　員 濱田　隆士 放送大学教授（海洋･地球･宇宙）
委　員 吉田　邦夫 アジア科学教育経済発展機構理事（資源･エネルギー･環境）
委　員 弘岡　正明 流通科学大学副学長（材料・プロセス）
委　員 川口　忠雄 成蹊大学工学部教授（製造）
委　員 田島　義博 学校法人学習院専務理事（流通）
委　員 沼 田 　潤 武蔵工業大学環境情報学部教授（経営･管理）
委　員 月尾　嘉男 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授（都市･建築･土木）
委　員 石田　東生 筑波大学社会工学系教授（交通）
委　員 須 藤 　修 東京大学社会情報研究所教授（サービス）
委　員 佐和　隆光 京都大学経済研究所教授（新社会･経済システム）
委　員 袖井　孝子 お茶の水女子大学生活科学部教授（少子･高齢化）
委　員 吉井　博明 東京経済大学コミュニケーション学部教授（安全･安心）
２． 分科会
［技術系分科会］
＜情報・通信分科会＞
主　査 相磯　秀夫 東京工科大学学長
副主査 村岡　洋一 早稲田大学理工学部情報学科教授
委　員 相 田 　仁 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授
委　員 有 澤 　誠 慶應義塾大学環境情報学部教授
委　員 小花　貞夫 (株)ＫＤＤ研究所取締役
委　員 河合　直樹 ＮＨＫ放送技術研究所　研究企画　担当部長
委　員 清 木 　康 慶應義塾大学環境情報学部教授
委　員 後 藤 　敏 日本電気(株) 情報通信メディア本部支配人
委　員 多賀　登喜雄 ＮＴＴ移動通信網(株)ワイヤレス研究所電波研究室長
委　員 林 　 弘 (株)富士通研究所コンピュータシステム研究所所長
委　員 水澤　純一 青山学院大学理工学部情報テクノロジー学科教授
委　員 南 　正 名 (株)東芝　情報・社会システム社ＳＩコンサルティング事業推進室理事
＜エレクトロニクス分科会＞
主　査 石 原 　宏 東京工業大学フロンティア創造共同研究センター教授
副主査 石川 　元 (株)富士通研究所顧問
委　員 高須　秀視 ローム（株）半導体研究開発本部取締役本部長
委　員 武谷 　健 ＮＴＴ通信エネルギー研究所所長
委　員 坪内　和夫 東北大学電気通信研究所教授
委　員 鳥海 　明 東京大学工学部マテリアル工学科教授
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委　員 中村　道治 (株)日立製作所研究開発本部副本部長
委　員 早川　尚夫 名古屋大学　先端技術共同研究センターセンター長
委　員 藤平　正道 東京工業大学大学院生命理工学研究科教授
委　員 保立　和夫 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授
委　員 森野　明彦 (株)半導体先端テクノロジーズ専務取締役
＜ライフサイエンス分科会＞
主　査 軽部　征夫 東京大学国際・産学共同研究センター長
副主査 桜井　正樹 帝京大学医学部生理学講座教授
委　員 井 街 　宏 東京大学大学院医学系研究科教授
委　員 日下部　守昭 アロカ（株）バイオ事業推進特別研究顧問
委　員 早出　広司 東京農工大学工学部生命工学科教授
委　員 高津　聖志 東京大学医科学研究所副所長
委　員 永井　和夫 東京工業大学大学院生命理工学研究科教授
委　員 林崎　良英 理化学研究所ゲノム科学総合センター（ＧＳＣ）
遺伝子機能･構造研究ＧＰリーダー
委　員 日野　明寛 食品総合研究所生物機能開発部分子機能開発研究室長
委　員 森川 　実 中外製薬(株)製品企画部部長
＊生命倫理関連の課題作成および注目領域の執筆については、米本昌平氏（三菱化学生命科学研究所
社会生命科学研究室長）に分科会から協力を依頼した。
＜保健・医療分科会＞
主　査 平井　俊策 東京都立神経病院長
委　員 溝口　秀昭 東京女子医科大学血液内科教授
委　員 井口　昭久 名古屋大学大学院医学研究科教授
委　員 稲松　孝思 東京都立老人医療センター感染症科教授
委　員 江藤　文夫 東京大学医学部教授
委　員 遠藤　啓吾 群馬大学医学部核医学教室教授
委　員 下条　文武 新潟大学医学部第２内科教授
委　員 鳥羽　研二 杏林大学医学部高齢医学教授
＜農林水産・食品分科会＞
主　査 西尾　敏彦 (財)日本特産農産物協会理事長
副主査 鈴木 　修 農林水産技術会議事務局研究開発官
委　員 板橋　久雄 東京農工大学農学部生物生産学科教授
委　員 犬伏　和之 千葉大学園芸学部生物生産科学科教授
委　員 河部  暹 農業環境技術研究所環境生物部長
委　員 垰田 　宏 森林総合研究所森林環境部植物生態科長
委　員 田島 　眞 実践女子大学生活科学部教授
委　員 長木 　司 生物系特定産業技術研究推進機構農業機械化研究所
園芸工学研究部長
委　員 中村　雅美 日本経済新聞社編集局科学技術部編集委員
委　員 山越　康行 水産工学研究所漁業生産工学部部長
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＜海洋・地球・宇宙分科会＞
主　査 濱田　隆士 放送大学教授
副主査 山中　龍夫 元横浜国立大学工学部教授
委　員 井 上 　一 宇宙科学研究所教授
委　員 坂田　俊文 東海大学情報技術センター教授
委　員 正路　哲也 東京大学大学院工学系研究科教授
委　員 鈴木　良昭 通信総合研究所宇宙通信部長
委　員 高川　真一 海洋科学技術センター海洋技術研究部第１研究グループ研究主幹
委　員 寺 崎 　誠 東京大学海洋研究所　海洋科学国際共同研究センターセンター長
委　員 床次　正安 埼玉工業大学大学院工学研究科教授
委　員 前田　久明 東京大学生産技術研究所教授
委　員 丸山　健人 東京学芸大学地学教室教授
委　員 山田　晃弘 放送大学教授
＜資源・エネルギー・環境分科会＞　［　］内は前委員（前委員の所属は交代前）
主　査 吉田　邦夫 アジア科学教育経済発展機構理事
副主査 柏木　孝夫 東京農工大学工学部機械システム工学科教授
委　員 河崎　和明 国土交通省河川局河川計画課河川情報対策室室長
［池田　道政 建設省河川局河川情報対策室室長］
委　員 大藏　隆彦 (株)日鉱テクノサービス取締役
委　員 大谷 　繁 (株)荏原製作所エンジニアリング事業本部企画調査室副部長
委　員 桑野　幸徳 三洋電機(株)代表取締役社長
委　員 清水 　浩 慶應義塾大学環境情報学部教授
委　員 鈴木　秀一 東京電力(株)エネルギー・環境研究所研究総括マネージャー
［立花　慶治 東京電力(株)エネルギー・環境研究所研究総括マネージャー］
委　員 東稔　達三 日本原子力研究所特別研究員
委　員 早川  哲夫 麻布大学環境保健学部環境政策学科教授
委　員 藤元 　薫 東京大学大学院工学系研究科教授
委　員 松島　綱治 東京大学大学院医学系研究科教授
委　員 松橋　隆治 東京大学大学院新領域創成科学研究科助教授
委　員 山口 　務 (財)地球環境産業技術研究機構専務理事
＜材料・プロセス分科会＞
主　査 弘岡　正明 流通科学大学副学長
副主査 冨 浦 　梓 新日本製鐵（株）顧問
委　員 相澤　益男 東京工業大学大学院生命理工学研究科副学長
委　員 天野　宗幸 金属材料技術研究所物性解析研究部部長
委　員 岩本　正和 東京工業大学資源化学研究所教授
委　員 片岡　一則 東京大学大学院工学系研究科教授
委　員 加茂　睦和 無機材質研究所総括無機材質研究官
委　員 桑 原 　裕 (株)日立製作所研究開発本部グローバリゼーション統括
委　員 幸 坂 　紳 電子技術総合研究所極限技術部部長
委　員 小林　四郎 京都大学大学院工学研究科教授
委　員 讃井　浩平 上智大学副学長
委　員 澤本　光男 京都大学大学院工学研究科教授
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委　員 炭田　精造 (財)バイオインダストリー協会常務理事
委　員 徳本　洋志 産業技術融合領域研究所ｱﾄﾑﾃｸﾉﾛｼﾞ研究体ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞ
委　員 牧島　亮男 東京大学大学院工学系研究科教授
委　員 御園生　誠 工学院大学環境化学工学科教授
委　員 和田　恭雄 (株)日立製作所基礎研究所主任研究員
＜製造分科会＞
主　査 川口　忠雄 成蹊大学工学部計測数理工学科教授
副主査 森　　和男 機械技術研究所生産システム部生産情報研究室室長
委　員 稲崎　一郎 慶應義塾大学理工学部システムデザイン工学科教授
委　員 大西　公平 慶應義塾大学理工学部システムデザイン工学科教授
委　員 小野　京右 東京工業大学工学部機械科学科教授
委　員 加内　一也 日本電気(株)生産技術研究所主席技師
委　員 木内　　学 東京大学生産技術研究所教授
委　員 調　　和郎 新日本製鐵(株)大分製鐵所生産管理部長
委　員 二橋　岩雄 トヨタ自動車(株)生技管理部車両生技企画室室長
委　員 芝田　京子 成蹊大学工学部計測数理工学科助手
＜流通分科会＞
主　査 田島　義博 学校法人学習院専務理事
副主査 上原　征彦 明治学院大学教授
委　員 加藤　弘貴 (財)流通経済研究所主任研究員
委　員 田中　利見 上智大学経済学部教授
委　員 楢村　文信 学習院大学経済経営研究所客員研究員
委　員 福田　順子 城西国際大学経営情報学部福祉環境情報学科教授
＜経営・管理分科会＞
主　査 沼田　　潤 武蔵工業大学環境情報学部教授
委　員 高木　一郎 (株)ビジネス・ブレイン太田昭和コンサルティング事業本部ＭＣ部
委　員 長島　幸男 (株)ＮＴＴデータサイエンス代表取締役社長
委　員 村田　俊之 (株)エヌ・ティ・ティ　ファシリティーズ
事業推進本部総合サービス事業部環境エンジニアリング室室長
委　員 毛利　峻治 (株)日立製作所生産技術研究所主管研究員
委　員 森 　　　正 ウィルネット(株)代表
委　員 森本　博行 ソニー(株)主席産業政策担当
＜都市・建築・土木分科会＞　［　］内は前委員（前委員の所属は交代前）
主　査 月尾　嘉男 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授
委　員 堀 　宗 朗 東京大学地震研究所助教授
委　員 浅見　泰司 東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻助教授
委　員 見城　美枝子 青森大学社会学部社会学科教授
委　員 遠山　幸三 鹿島建設（株）顧問
委　員 清治　真人 国土交通省大臣官房技術調査課課長
［望月　常好 建設省大臣官房技術調査室室長］
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＜交通分科会＞
主　査 石田　東生 筑波大学社会工学系教授
副主査 大和　裕幸 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授
委　員 江河　直人 運輸施設整備事業団業務第１部次長
委　員 河内　啓二 東京大学先端科学技術研究センター教授
委　員 鶴賀　孝廣 （株）本田技術研究所栃木研究所技術情報室チーフエンジニア
委　員 中 村  亮 土木研究所研究調整官
＜サービス分科会＞
主　査 須 藤 　修 東京大学社会情報研究所情報・社会部門教授
委　員 荒川　忠一 東京大学大学院工学系研究科教授
委　員 井上　千津子 金城大学副学長
委　員 加藤　秀樹 慶應義塾大学総合政策学部教授
委　員 木村　伊九夫 (株)日立製作所 I.e.ネットサービスグループ副グループ長
委　員 新宅　純二郎 東京大学大学院経済学研究科助教授
委　員 野 須 　潔 ＮＴＴサービスインテグレーション基礎研究所
ネットワーク社会科学プロジェクト主席研究員
委　員 橋本　正明 立教大学コミュニティ福祉学部教授
［ニーズ系分科会］
＜新社会・経済システム分科会＞
主　査 佐和　隆光 京都大学経済研究所教授
委　員 青 木 　保 政策研究大学院大学政策研究プロジェクトセンター教授
委　員 大 西 　隆 東京大学先端科学技術研究センター教授
委　員 小川　芳樹 (財)日本エネルギー経済研究所総合研究部第２研究部長
委　員 土志田　征一 (社)日本経済研究センター理事研究参与
委　員 樋口　美雄 慶應義塾大学商学部教授
委　員 宮 崎 　緑 千葉商科大学政策情報学部助教授
＜少子・高齢化分科会＞
主　査 袖井　孝子 お茶の水女子大学生活科学部人間生活学科教授
委　員 木下　康仁 立教大学社会学部教授
委　員 木村　陽子 総務省地方財政審議会委員
委　員 島内　行夫 （株）ベネッセ・コーポレーション教育研究所代表
委　員 外 山 　義 京都大学大学院工学研究科教授
委　員 前田　正子 (株)ライフデザイン研究所副主任研究員
＜安全・安心分科会＞
主　査 吉井　博明 東京経済大学コミュニケーション学部教授
委　員 岡本　浩一 東洋英和女学院大学人間科学部教授
委　員 中岡　智信 (財)交通事故総合分析センター常務理事
委　員 福 島 　章 上智大学文学部教授
委　員 村山　武彦 早稲田大学理工学部助教授
委　員 高橋　淑子 東京都消費生活総合センター商品テスト課長
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（事務局）
◎ 科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
センター長 桑原　輝隆
主任研究官 瀬谷　道夫
上席研究官 新名　秀章
研究官 横尾　淑子
特別研究員 上田　尚郎
　　〃 宇都宮　博
　　〃 小笠原　敦
　　〃 堀内　勝夫
　　〃 松久保 雅弘
元特別研究員 田中　清隆 （平成 12年 7月まで）
事務補助員 早 坂 　ルミ
　　〃 山上　奈緒子
◎ 未来工学研究所
主任研究員 菊 田 　 隆
　　　〃　　　 佐脇　政孝
　　　〃　　　 小林　俊哉
　　　〃    渡辺　義弘
　　　〃    今井　久美子
研究員 上野　伸子
　　　〃　　　 笠 井 　 祥
　　　〃　　　 余 地 　 寛
　　　〃　　　 中島　裕明
　　　〃 片倉　奈保子
　　　〃 和田　佳子
元研究員 高野　潤一郎
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めがねを用いないで見
ることができ、かつ、視
聴者が姿勢を変えても
立体像が変形しない立
体動画表示装置が開発
される。（２０１５年） 
＜参考資料７＞   イラストで見る技術予測 
イラスト：松本零士 
車いす等の高性能
化、公共交通機関
のバリアフリー化、
バリアフリーの街
づくり等により、障
害者の社会生活が
格段に拡大する。
（２０１２年） 
©松本零士 
©松本零士 
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砂漠地帯で 100MW 級太
陽光発電システムが実
用化される。（２０２０年） 
高速道路等において、目的地を設定するだけで安全・円滑に自動
走行する自動運転システムが実用化される。（２０１７年） 
©松本零士 
©松本零士 
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一般客を対象とした宇宙往還機が開発される。（２０２７年） 
水深 10,000m用の資源探査
ロボットが実用化される。（２０
１５年） 
©松本零士 
©松本零士 
